
項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

1.業務改革・
改善（都庁
BPRの推進） 
 
(1)はんこレ
ス（中間処理
レス）・総務
事務改革・デ
ジタルしごと
改革 

• 短期的な取組として、3つのレス（はんこ
レス（中間処理レス）・ペーパーレス・
キャッシュレス）の取組を推進 

• 中長期的な取組として、各局・部・課に重
層的に存在する総務関係事務の集約処理化
やICT技術の活用によって効率化する総務
事務改革を実施 

 電子決定率の目標設定 
  2018年度末：30％   
  2019年度末：60％ 
  2020年度末：80％   
  2021~2025年度：100％ 
 総務事務センターの開設(2020年度) 

＜電子決定＞ 
• 電子決定率 
 2015年度：11.8% 2016年度：12.3% 2017年度：13.2% 2018年度：38.2%  
 2019年9月：62.4% 
• 総起案件数の過半数を占める課長決定事案の電子決定の徹底（2018年度） 
• 電子決定徹底の対象範囲を局長・部長の決定事案及び契約・支出関係事案にも拡大（2019年

度） 
 電子決定への職員の更なる意識改革・気運醸成 
＜総務事務改革＞ 
• 総務事務センター(仮)の詳細設計（2018年度～） 
 総務事務センター（仮）開設に向けた設置準備・運営開始 
＜デジタルしごと改革＞ 
• RPAの導入拡大（20局等）（2019年度） 
• ワンスオンリーモデル事業（窓口手続（10局）、補助金（３局））実施（2019年度） 
 ワンスオンリーの拡大に向けた事業者等から提出された書類を共有する仕組みの検討 
 各局へのＲＰＡやＡＩの導入支援 

(2)ペーパー
レス 

• 紙資料をベースとした働き方から、ＩＣＴ
を活用した効率的で生産性の高い働き方へ
の転換、定着を図る。 

 2018年度～2020年度までの３年間で 
コピー用紙の使用量：2016年度比20%減 
          ※30％に変更 
ペーパーレス会議実施率：90％ 

  ※本庁各部が対象 

• コピー用紙使用量の削減 
 2017年度：△3.7% 2018年度 : △11.0%  
 （参考）コピー用紙購入箱数：2019年度上期（2018年度上期比）：△4.8％ 
• ペーパーレス会議実施率（2018年度48.2％、2019年上期末：56.6％） 
• 2019年上期末：56.6％ 
• 2018年度の削減目標未達局、使用枚数が多い部等について業務分析に基づく取組等を 
 設定（2019年度） 
• 幹部説明（局長、ライン部長レク等）の原則ペーパーレス化（2019年度） 
• 本庁舎無線LAN整備などICT環境の充実（2019年度第４四半期） 
 コピー用紙使用量について2020年度削減目標の上乗せ（20％→30％） 
 ＩＣＴ環境の更なる整備・活用促進 

(3)キャッシュ
レス 

• 都民サービスの向上とともに、現金紛失等
のリスクの軽減や現金取扱い事務の効率化
を図る 

 支出：2020年度、原則キャッシュレス化 
 収入：2019年度、主要施設のキャッシュ 
レス決済導入を完了 

＜支出＞ 
• 資金前渡におけるブランドデビットカードの試行を実施（2019年度～） 
• 全ての旅費がキャッシュレスで支出可能（2019年度） 
 原則キャッシュレス化 
＜収入＞ 
• 文化施設や都立庭園等主要施設へのキャッシュレス決済の順次導入 
• QRコード決済の実証実験開始（恩賜上野動物園2019年11月～） 
 キャッシュレス対応施設の更なる拡大 
 行政手続のオンライン化に合わせた手数料のキャッシュレス化 

参考資料２ １ しごと改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

2.執行体制の
充実（機動的
な人員配置の
実現） 

• 突発業務や業務の繁閑に応じた柔軟な
人員配置（係制廃止による課内での柔
軟な差配、任期付職員の活用、前倒し
採用※）や、病気休職や育児短時間勤
務等により一時的に不足する執行体制
を確保するための人材派遣の活用など 
 
※4月採用予定者の採用時期を前倒し
して、前年度の11月以降に採用する
取組 

• 年度途中の柔軟な採用を実施 
  任期付職員の７月採用（2019年７月：18名） 
  前倒しによる新規採用者の配置（2019年11月：30名） 
• 人材派遣の積極的な活用 
 限られた人員の効果的活用に向けた局内マンパワーシフトの取組促進 
 

3.ICT環境の
整備・活用
（柔軟な働き
方を実現する
ためのICT基
盤） 

• テレワークやペーパーレスなどの推進
により、職員の柔軟な働き方を実現す
るとともに、都庁の生産性向上を図る
ため、ネットワーク環境の整備やＴＡ
ＩＭＳ端末の更新など、必要なＩＣＴ
基盤の整備を実施 

• 主要会議や審議会で使用可能なペーパーレス会議システムの導入（2017年度） 
• 新ＴＡＩＭＳ端末の先行導入：約3000台（2018年度） 
• TAIMSメールアプリの導入（本庁・出先の管理職）（2018年度） 
 新ＴＡＩＭＳ端末の本庁全職員への本格導入（2019年度第４四半期） 
  2020年度以降、出先事業所の現行端末のリース終了に伴う、新端末配備 
 本庁内の無線ＬＡＮ導入（2019年度第４四半期） 

4.人材育成・
能力開発①
（人事交流の
拡充） 

• 若手をはじめ多くの職員に派遣機会を
付与するとともに、外部人材を積極的
に受入れるなど、国内外の人事交流を
大幅に拡大する。 

 国内外の他団体への派遣：2020年度
までに20名増（最終目標: 75名増）
[2017年度比] 

 民間・外国人材の都庁組織への受入
れ：2020年度までに35名増（最終目
標：50名増）[2017年度比] 

2017年度→2018年度→2019年度10月時点 
 民間派遣： 16名→15名→15名     海外留学・赴任： 25名→39名→34名 
 民間受入： 37名→36名→43名     海外受入   ：   5名→2名→5名 
• 人事交流の全庁的方針「東京都人事交流指針」を策定(2018年7月)し、各局で交流計画を作成 
• 都へ派遣を希望する企業を公募する仕組みを導入(2018年10月) 
• 海外との交流は、研修先を選択できる制度やCIR(国際交流員)の受入を実施 
• 2019年度は国際競争力強化プロジェクトで506名を海外に派遣する見込み（2019年10月現在） 
 民間交流は、規模の拡大とともに、幅広い業種と交流を進めていくことが必要 
 職員派遣は、東京2020大会後に規模を拡大させていくが、派遣後に派遣先で得た知見等の有効

活用が必要 

4.人材育成・
能力開発の充
実②（研修受
講環境の改
善） 

• 受講時の時間的・場所的な制約を軽減
し、個々のニーズに合った研修を提供
するなど研修受講環境を改善 

• 研修所内にサテライトオフィスを設置(2018年7月) 
• 中央研修の一部を多摩地域で開催（研修会場の分散化） 
• 各職場のニーズを踏まえ、資格取得支援メニューを見直し 
 研修担当者・職員向けに各局等の研修スペース及び中央研修資料の共有化（2019年度～） 
 TAIMS未配備職場でも受講可能な新たなeラーニングシステムの構築（2019年度） 

１ しごと改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

5.人事制度の
改革①（テレ
ワークの拡
大） 

• ICTを活用した、時間や場所にとらわ
れない柔軟な働き方・テレワークを実
現 

 2020大会後も、テレワークを標準的な
ワークスタイルとし、柔軟な働き方が
できるようにする。 

• 30職場において、在宅勤務型テレワークの試行開始（2017年４月） 
• 試行職場の拡大（６局33職場 2017年９月） 
• 全局等にモデル職場を拡大（2018年４月） 
• 都庁テレワーク・デイズの実施（延べ約1,650人）、常設サテライトオフィス（２カ所）の開設

（2018年７月） 
• 都庁テレワーク・デイズ2019を実施（延べ約14,900人が実施 2019年７～９月） 
 2020大会期間中の交通渋滞緩和への貢献の観点からの取組促進 
 大会後もテレワークを都庁の標準的なワークスタイルとし、柔軟な働き方を可能にする。 

5.人事制度の
改革②（フ
レックスタイ
ム制・変形労
働時間制の導
入） 

• 柔軟で多様な働き方を可能とするフ
レックスタイム制・変形労働時間制を
導入 

• フレックスタイム制を本庁職場に本格導入 (2018年4月) 
  2018年度実績（４月～８月）：延べ737人  2019年度実績（４月～８月）：延べ3,371人 
• 2019年７～８月のオリンピック・パラリンピック開催期間に相当するスムーズビズ集中取組期間

にあわせ、都庁完全オフピーク通勤等の実施に伴い、フレックスタイム制の積極活用を推進 
• 「１年単位の変形労働時間制」について、国に対する法改正等の提案要求を継続的に実施 
 職員一人ひとりの仕事や家庭等の事情に対応できる、柔軟で多様な働き方を一層充実 
 １年単位の変形労働時間制等をはじめとする、時代に対応できる新しい働き方を継続的に追及 

5.人事制度の
改革③（超過
勤務の削減・
長時間労働の
是正） 

• 超過勤務の縮減や長時間労働の是正及
び休暇の取得促進により、「残業ゼ
ロ」の職場づくりを実現 

• 本庁1人当たり月平均超過勤務時間 
  2015年度: 23.5h 2016年度: 22.7h 2017年度: 22.4h 2018年度: 23.8h 
• 長時間労働面接対象者数（月平均） 
  2015年度: 77.0人 2016年度: 94.5人 2017年度: 83.1人 2018年度:83.8人 
• 20時完全消灯日の取組強化（各部署完全消灯日22時以降在庁者を人事部に報告）[2018年10月] 
• 超過勤務命令の上限時間の設定、勤務間インターバル・７日以上の連続勤務の禁止を本格導入

（2019年４月） 
 超勤実績の見える化や縮減に向けた好事例の共有等により、各局等が自局の働き方を俯瞰できる

ようサポート 
 職員の超勤時間の適切な管理、年休の取得促進等により、長時間労働を未然に防止し、健康確保

に配慮した勤務環境を構築 

5.人事制度の
改革④（育児
関連休暇制度
等の拡充） 
 

• 育児関連の休暇制度等を拡充 
 男性の育休取得率15%(2019年度) 

• 男性職員の育児休業取得率 
 2015年度：5.9% 2016年度：4.3% 2017年度：7.0% 2018年度：10.6％  
• 子どもの看護休暇及び育児参加休暇の見直し（対象年齢の拡大）を実施(2018年1月) 
• 時間休の５日取得上限を撤廃(2018年4月) 
• 育児参加プランニングシートを活用し、育児期の働き方の計画を上司と共有（2019年1月） 
• 男性職員の育児休業取得に関する実態調査の実施（2019年９月） 
 柔軟な働き方や育休・育児関連休暇等の取得推進等を通じ、仕事と育児の両立支援を推進 
 職場・上司の理解促進に向けた意識啓発、気運醸成 

女性活躍推進 

１ しごと改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

5.人事制度の
改革⑤（昇任
選考制度の柔
軟な運用） 
 

• 管理職選考において、職員のライフス
タイルに合わせた受験機会の拡充を実
施 

 管理職に占める女性職員の割合[行政
系]  

  20%(2020年度)→25%(2025年度) 

• 行政系管理職における女性割合 
  2015年：18.5% 2016年：19.3% 2017年：19.6% 2018年：19.8% 2019年：20.0％ 
• 育児休業中の職員について、一部科目のみの受験を可能とする制度改正を実施（2018年度） 
• 育児休業中等であっても全部受験（論文・口頭試問等）を可能とする制度改正を実施（2019年

度） 
• 職員のキャリア形成支援及び育児への参加促進等を図るため、管理職等を相談窓口とするキャリ

ア・メンター制度を一部局で試行（2018年度：５局、2019年度：７局） 
 女性職員の一層の活躍推進に資する研修の実施 
 キャリア・メンター制度の試行状況等を踏まえた今後の展開についての検討 

6.意識改革・
組織風土改革
（新しい働き
方の確立に向
けた行動指針
策定） 

• 超過勤務の縮減、ライフ・ワーク・バ
ランスの一層の実現を目指す観点で、
職員の日々の業務における行動指針を
策定 

• 全管理職による「イクボス宣言」の実施（2016年９月） 
• 知事をはじめ幹部職員による「都庁働き方改革宣言」を実施（2017年11月） 
• 新しい働き方（ワークスタイル）の確立に向け、「超勤縮減及びライフ・ワーク・バランス実現

に向けた行動指針」を施行(2018年4月) 
 行動指針の理解浸透に向けた職員周知等を実施 

6.意識改革・
組織風土改
（360度
フィードバッ
クの導入） 

• 効率的な仕事の進め方や残業ゼロに向けた組
織風土改革を推進するため、「３６０度
フィードバック（マネジメント・レ
ビュー）」を実施 

• 本庁の課長級職員を対象に制度を導入(2017年度～) 
2017年度実績 対象者：945人 回答件数：11,044件 

  2018年度実績 対象者：987人 回答件数：10,994件 
• 回答内容をもとに、上司である部長級からフィードバックを行い、具体的な指導・助言をするこ

とで、課長級職員の行動改善を促進 
 2018年度・2019年度の実施状況を踏まえ、出先事業所への導入や部長級への対象拡大を検討 

女性活躍推進 

１ しごと改革の取組状況 
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改革の事項 数値目標等 
取組実績 

[2015年度] [2016年度] [2017年度] [2018年度] 

し
ご
と
改
革 

５.人事制度の改革 ④育児関連休暇制度等の拡充 

育休取得率（女性） ― 92.4% 90.6% 90.5% 91.1％ 

育休取得率（男性） 15％（31年度） 5.9% 4.3% 7.0% 10.6％ 

出産支援休暇の取得率(男性)  
※配偶者の出産時に、男性職員が取
得可能[2日] 

― 87.6% 85.1% 86.1% 86.2％ 

育児参加休暇の取得率(男性) 

※配偶者の出産時に、男性職員が上
の子の育児のために取得可能[5日] 

― 77.5% 75.4%  73.2% 78.6％ 

年休取得日数 
※実績は一人当たり平均取得日数 

年15日以上取得 14.2日  14.6日  14.9日  15.0日 

５.人事制度の改革 ⑤昇任選考制度の柔軟な運用 

女性職員の管理職選考受験者
数 

― 207人 208人 237人 257人 

男性職員の管理職選考受験者
数 

― 1,310人 1,456人 1,605人 1,669人 

管理職選考受験者の女性割合 ― 13.6% 12.5%  12.9% 13.3％ 

１ しごと改革の取組状況（参考） 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

都民安全
の推進 
【４】 

 
2017年 
11月 

• 子供の安全対策として、子供の危険予
測・回避能力向上を図るため、指導者の
育成や家庭における教育を推進 

• 高齢者の交通安全意識を高めるため、高
齢者の特性を踏まえた更なる普及啓発を
実施 

①子供の安全対策 
• 子供に対し防犯教育ができる人材を育成する講座の開催や小学校低学年の児童及びその保護者を対

象とした普及啓発を実施（2018年度より開始） 
②高齢者の交通安全対策 
• 高齢者の交通安全意識を高めるため、「高齢ドライバー交通安全セミナー」（2019年7月）や「免

許返納者等高齢者向け自転車安全利用講習会」（2019年５月）を開催、また、高齢ドライバーに
よる交通事故が、社会問題となっており、対策が急務であることから、関係各局を構成メンバーと
した自動車の交通安全対策緊急ＰＴを立ち上げ、2019年７月には緊急対策として安全運転支援装
置の取り付けへの補助を開始 

③再犯の防止等の推進 
• 「東京都再犯防止推進計画」を策定（2019年７月） 
④有害情報等からの保護 
• ネットやスマホのトラブル相談窓口「こたエール」でＬＩＮＥ相談を通年実施し、青少年が相談し

やすい環境を整備（2019年度より開始） 
• ファミリeルール講座の対象に就学前児童の保護者を追加（2019年度より開始） 
• ネット利用に伴う危険から青少年を守るために有益なアプリケーション２件を青少年健全育成条例

に基づく推奨アプリとして指定（2019年４月） 
 

 犯罪・事故の発生状況等を踏まえ、対策の強化や新たな対策を引き続き検討 

人権啓発 
【８】 

 
2018年 
11月 

• ①新しい人権課題（性自認・性的指向を
理由とする不当な差別の解消、本邦外出
身者に対する不当な差別的言動の解消）
への理解を深めるための啓発の取組を推
進する。 

• ②子育て世代や新社会人を中心とした20
代・30代に焦点を当て、啓発の取組を重
点的に推進する。 

• ③人権プラザのPR強化やアウトリーチ型
の啓発を充実させることにより、人権プ
ラザの認知度を高め、プラザの利用者・
利用団体の増加を図り、都民の人権課題
への理解・関心を高める。 

①新たな人権課題への対応 
• 多様な性の理解の推進のため、性自認及び性的指向に関する啓発、教育等の推進を図るための基本

計画を策定（2019年12月策定予定）し、必要な取組を実施 
• 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向け、人権尊重条例に基づき、必要な取組を実施 
 いかなる種類の差別も許されないというオリンピック憲章にうたわれる人権尊重理念を広く浸透さ

せ、多様性を尊重する都市・東京をつくりあげるため、啓発等の取組を更に推進 
②若年層への普及啓発強化 
• Ｊリーグやプロ野球と連携し、試合会場における人権啓発映像の放映及び人権啓発冊子の配布

（2019年８月、9月）、人権相談先の試合プログラムへの掲出（2019年7月～11月）などの人権
啓発活動を実施 

 プロスポーツ団体などと連携し、若年層への普及啓発の充実に取り組む。また、インターネット広
告や車内広告を活用し、様々な人権課題を取り上げた啓発映像を放映 

③人権プラザの機能強化 
• 小中学校の児童・生徒を対象に、障害者スポーツ体験をはじめとした体験型ワークショップを出張

先の学校でオーダーメイドで実施 
 人権プラザの展示の充実について検討を進めるとともに、区市町村教育委員会へ体験学習等での活

用を提案するなど、都内の小中学校の団体見学の受入れを強化 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

区市町村 
【９】 

 
2018年 
11月 

• 分析によって浮き彫りになったエリアにおける
課題の解決に資する、全国・都内の取組事例を
紹介することで、行政サービスの持続可能な提
供を確保するための検討の一助とする。 

• 区市町村が抱える課題解決に向け、要望のあった区市町村と勉強会等の場を設けている
（2019年4月～） 
 

 勉強会等の場において、区市町村が協力、連携して取り組んでいく課題を掘り起こし、整
理 

防災・ 
災害応急

対策 
【10】 

 
2018年 
11月 

• 自助・共助の推進に向け、ターゲットを絞った
都民への普及啓発を行うとともに、地域防災活
動を支える団体への支援や、その団体の核とな
る多様な防災リーダーの育成を推進 
 
 

• 【都民の意識向上】東京都防災アプリの充実、
東京くらし防災の活用促進 
 
 

• 【地域防災活動活性化】子育て世代に対するセ
ミナーの実施 
 
 

• 【リーダー育成】防災市民組織リーダー育成研
修会や女性防災人材育成事業の充実・強化 

• 「東京都防災アプリ」：風水害に備えた水害リスクマップをアプリに搭載し、情報のワン
ストップ化を図った（2019年6月） 

 都内区市町村の防災情報をアプリに搭載など、継続してアプリの機能充実を図りつつ、情
報量の調整を行うことで、ユーザーの利便性の向上を図る 
 
 

• 「東京くらし防災」：幼い子を持つ親向けに「とうきょうぼうさいえほん」を作成し、都
内の産院・保育所・幼稚園等へ配布（2019年11月） 

 都民が知識を利用する機会を提供するため、「東京都防災模試（仮称）」の実施を検討 
 
 

• 「子育て世代に対するセミナー」：2019年10月から「パパママ東京ぼうさい出前教室」を
開始し、30グループへ派遣予定。今後、実施規模の拡大を検討 

 実施規模を拡大し、継続して実施 
 
 

• 「防災市民組織リーダー研修」：カリキュラムを再構築し、2019年3月までに研修を計4回
実施し、防災市民組織リーダーを延べ189人育成 

 引き続き、研修を実施し、防災市民組織のリーダーを育成 
 
 

• 「女性の防災人材育成」：「防災ウーマンセミナー」を2019年10月までに6回実施し、延
べ607人育成。「防災コーディネーター研修」を2019年3月までに２回実施し、延べ101人
育成 

 若年層の防災力向上を図るため、今後、実施規模の拡大及び大学における実施を検討 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

公立大学
法人 

首都大学
東京 

【11】 
 

2018年 
7月 

①情報発信 
• 都政や都民生活への貢献のPRや優秀な学生の獲

得に繋げていくため、各校の認知度を高めると
ともに、ブランディング戦略や都との更なる連
携などについて検討していく。 

②国際化 
• 世界に開かれた国際都市を目指す都が設置する

高等教育機関として、国際感覚豊かな人材の育
成に向け、各校の特色に合わせた実効性のある
取組を展開していく。 

③シニア層の学習ニーズへの対応 
• 都の政策課題である、高齢者が生きがいをもっ

て活躍できる東京の実現に貢献していくため、
各校において、シニア層の様々な学びのニーズ
にトータルで応えるための環境を整備していく。 

①情報発信 
• 都立の大学であることを都民に分かりやすく発信し、教育研究成果を都民及び都政に還元

していくという大学の存在意義を、これまで以上に明確にしていくことを目的に、2020年
度から大学及び法人の名称を変更することを決定 

 ターゲットに応じてWEB、SNS、駅ナカ広告等様々な媒体を使い、各校の特色や強みを発
信していくことで認知度を高めるとともに、研究シーズ集の作成など、都との連携を一層
強化する取組を進め、その実績を積極的に発信することで、都立の高等教育機関としての
存在感を高めていく 

②国際化 
• 学生の海外派遣について、卒業や単位習得に不安を感じる学生が多いことから、留学を想

定した履修モデルを作成し留学に興味のある学生が早期に学修計画を立て、留学にチャレ
ンジできるよう支援（2019年３月～） 

 留学経験者と学生との交流イベントに加え、留学経験等をまとめたロールモデル集を作成
することで、これまで十分な情報が得られなかった学生にも、留学の有用性等を周知 

③シニア層の学習ニーズへの対応 
• 2019年4月に、50歳以上のシニアを対象とした新たな「学び」と「交流」の場としてTMU

プレミアム・カレッジを開講（入学者53名） 
 TMUプレミアム・カレッジを円滑に運営するとともに２年目のプログラムとして、2020年

度より専攻科を開設し、多様な学びのニーズに応えていく 

都有施設
建築・ 
保全 

【16】 
 

2018年 
11月 

• 都民が安心して公共施設を利用できる体制の構
築に向け、次の取組を実施 

• ①整備：財務局が基本計画段階から関与する仕
組みを構築し、主体的に事業局の施設整備を支
援することで、改築工事を円滑に進めていく。 

• ②保全：事業局が原則平成35年度までに保全計
画を作成するよう支援する。保全業務支援シス
テムの利用を教育庁・消防庁・警視庁に広げる。
電子化されていない図面を5年程度で電子化する。 

• ③区市町村の営繕：都の持つ技術ノウハウを生
かし、希望する区市町村へ職員の研修や計画策
定の技術支援を実施していく。 
 

①整備 
 基本計画段階から各局に関与する仕組みを構築し、主体的に事業局の施設整備を支援 
②保全 
 各局の長期保全計画策定のため、建物の標準的な改修時期を確認できるシートを作成 
 改築中又は設計中施設を除き、長期保全計画を作成するよう支援 
• 教育庁が保全業務支援システムを利用するための条件整理を実施（2019年４月） 
 教育庁が保全業務支援システムを利用するための環境を整備 
• 委託を活用し、５局・22事業所に紙ベースで保管されている設計図や建築確認申請書類等

の電子化を試行実施（2019年10月契約済、2020年３月完了予定） 
 電子化された図面等を保全業務支援システムへ保存し、試行の結果を各局に展開して電子

化を促進 
 保全業務支援システムの利用について、情報管理の内情も考慮しながら東京消防庁・警視

庁に協議 
③区市町村の営繕 
・東京都市区町村職員研修所が例年実施している、積算、監督、維持保全、応急危険度、安全 
 対策、工事成績評定の研修講師として講義をし、技術支援を実施（2019年10月） 
 都の持つ技術ノウハウを生かし、希望する区市町村へ職員の研修や計画策定の技術的支援 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

税務行政 
【17】 

 
2017年 
12月 

• 委託による事務の効率化を図りつつ、将来的に

はＩＣＴを活用した効率化を進めることで、納

税者の利便性を高めていく。 

• 納税者からの意見・要望等を全て把握し、的確

に反映させる仕組みを構築することで、更なる

納税者サービスの向上へつなげていく。 

①所内総合窓口の設置（2019年度：1所） 
• 2019年６月に来庁者アンケートによる効果測定を実施。接遇面・施設面で９０％以上が向

上があったと回答 
 都税事務所窓口委託化に係る中長期計画に基づき、2020年度拡大を検討 

 

②証明書（郵送分）発行業務の集約化 
• 2019年４月から文京都税事務所に都税証明郵送受付センターを開設し、ＨＰでの案内やポ

スターの掲示など、様々な広報媒体を活用した周知を実施した結果、各都税事務所への郵
送証明申請が大幅に減少（△８７．８％） 

 2020年度中にサービス開始予定の評価証明・納税証明のオンライン申請について、都税証
明郵送受付センターでの受付に向けた運用を検討 
 

③納税者の声を記録・活用する仕組みづくり 
• 記録、集約した納税者からの声のうち、大量・定型的な問合せ内容を分析し、ＨＰへのＦ

ＡＱの掲載や、電話交換業務集中センターでの簡易な問合せ対応の試行実施項目に活用 
 整備したＦＡＱについては、「ＡＩチャットボット」などに反映（約700件の質問に対応） 

 

④ＡＩによる自動応答機能 
 「ＡＩチャットボット」については、夜間・休日の税務に関する問い合わせにも対応でき

るよう令和元年度中にシステム構築を行い、2020年度にサービス開始予定 

男女平等
参画 

【19】 
 

2018年 
10月 

①男女平等参画施策の総合的な推進 
• 「女性も男性も輝くTOKYO会議」において、計

画全体の進捗状況の報告や施策の推進に関する
提案等を実施。また、「東京都男女平等参画推
進会議」において、TOKYO会議における意見等
をふまえ、都の施策の実施状況及び施策展開に
ついて検討 

②女性の活躍推進 
• 未就学児を持つ夫の具体的な行動を促すため、

妻や親、上司など、社会全体の意識改革に取り
組む。 

③配偶者等暴力対策 
• 区市町村に対して配偶者暴力相談支援センター

整備の効果を啓発するとともに、担当者向け講
座の充実等を検討。また、民間支援団体の活動
に対する助成について、助成額の上乗せなど支
援の充実を検討 

①男女平等参画施策の総合的な推進 
• 2019年10月に「女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議」を開催し、計画全体の進捗状況の報告

や施策の推進に関して意見交換 
 施策の広報に関しては、小冊子を新たに作成 

 
②女性の活躍推進 
• 男性の家事・育児参画に向けた気運醸成において、2018年11月にウェブサイト「パパズ・

スタイル」の開設等、社会全体の意識改革に向けた取組を実施 
• 東京都女性活躍推進大賞の実施方法を見直し、より発信力の高い事業を展開 

 
③配偶者等暴力対策 
 配偶者等暴力の早期発見・早期相談につなげる効果的な啓発において、パンフレットや

カードなどの啓発資料の効果的な周知方法について、被害経験者の声を調査した結果を分
析 

 配偶者等暴力相談体制の充実は、被害者が相談しやすい環境整備について、2020年度、
SNSを活用した相談の試行を検討 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

消費生活
対策 

【20】 
 

2018年 
10月 

①情報の収集・分析 
• 「情報収集の充実」の観点から、国の動向など

も注視しながら、相談方法の多様化について検
討。また、不適正な取引行為や不当表示を行う
事業者に関する情報について、都民がより通報
しやすい環境を整備 
 

②情報発信 
• 「情報発信の強化」の観点から、タイムリーかつわか

りやすい情報発信。「情報伝達の工夫」の観点から、
対象となる消費者に応じた広報媒体の選択、情報発信
の時期、伝達手法を工夫 

①情報の収集・分析 
• 聴覚障害者向けメール相談を開始（2018年７月～）し、１５回の利用実績 
• ＩＣＴ活用によるタブレット等を介した遠隔手話通訳の導入及び多摩消費生活センター来

所者等に対する緊急対応（2019年４月～）し、遠隔手話で４回、多摩消費生活センター来
所者等対応で１回の利用実績 

 聴覚障害者向けメール相談を継続して実施し、対象を拡大する適否について検討 
 
②情報発信 
• 民法の成年年齢引下げを見据え、若者の消費者被害を防止するため、「東京くらしＷＥ

Ｂ」上に若者向けのページを作成し、話題のテーマやタイムリーに若者に知ってほしい
（伝えたい）情報を各分野の専門家がわかりやすく解説（2018年７月～） 

• 持続可能な社会の形成に向け、「東京くらしＷＥＢ」上に、エシカル消費を紹介するペー
ジを作成し、エシカル消費の理念を広く都民へ普及啓発（2018年10月～） 

• 若者など消費生活情報に関心のない層にも情報発信を図るため、インターネット広告や、
若者参加型事業（2019年7月～）を実施 

文化施設 
【21】 

 
2018年 

7月 

• 今後強化すべき事業展開の方向性を「文化の継
承と新たな創造」「国内外との連携強化」「社
会的課題解決に貢献」「多様性の尊重」「次世
代の育成」の５つにまとめた。 

• さらに、財務、人事、事業期間の面から課題を
整理 

• ①財務：財団の支援策の検討や財団に自主的な
財源確保を促す必要 

• ②人事：専門人材の確保や人事制度の自由度を
高める方策が必要 

• ③事業期間：長期間安定的に事業が実施できる
環境が必要。 

• 文化施設の運営方法は、全国的に見ても、指定
管理者制度と地方独立行政法人制度に大別され
る。都において、運営形態のあり方について、
今年度中に方向性を明らかにする。 

• 東京芸術文化評議会の元に「都立文化施設の運営の検討に係るワーキングチーム」(ワーキ
ングチーム）を設けるなどして、都立文化施設の次期運営形態並びに、事業面等の今後の
方向性等について検討（2018年9月～） 

 運営形態は、2021年度以降の運営が円滑に行われるよう、必要な手続を2020年度までに
進める 
 

• 「都立文化施設の今後の方向性」について、国内外から多くの人が訪れる注目度の高い取組を展開するた
めの新たなコンセプトを加えるなど、事業効果を高める取組について、さらに検討 

• 館内の施設管理・来館者サービス等の管理運営について、指定管理者評価に施設サービスに関する専門委
員を新設し、評価を実施（2018年8月～） 

• 事業面では、運営上の課題の一つである「収蔵機能の確保」について、2019年9月に必要な調査に着手 
 事業面は、「収蔵機能の確保」以外の強化すべき事業展開についても2021年度以降を見据

え、今後実施していく 
 財務面は、新たな事業展開に必要な財源を確保するため、指定管理、自主事業、補助事業

を再整理し、都費の拡充の可能性も含め、財団への支援策を検討するとともに、財団によ
る自主的な財源確保の取組を促す 

 人事面は、今年度、全庁的に新たなスキームが示されたことから、ワーキングチームの議
論等も踏まえながら、専門性の高い人材を確保するため、人事給与制度や人員配置に関す
る財団の自由度を高める方策について検討を深めていく 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

私立学校
振興 

【22】 
 

2018年 
10月 

①学校助成 
• 都民の理解や共感を得られるよう、学校助成の

仕組みや必要性・妥当性を分かりやすく説明し
ていく。 
 

②保護者負担軽減助成 
• 国や道府県の動向、社会経済状況等を踏まえ、

保護者負担軽減助成施策が、都民の理解や共感
を得られる適切なものとなるよう、施策の不断
の見直しを図っていく。 

①学校助成 
• 東京都の私立学校振興をコンパクトに紹介する「まるわかり！東京都の私立学校振興」を

2019年４月に作成の上、ホームページに公開し、分かりやすい説明に努めている 
 「まるわかり！東京都の私立学校振興」のホームページ公開により、引き続き分かりやす

い説明に努めていく 
 

②保護者負担軽減助成 
 2020年度から国が実施予定の私立高校授業料の実質無償化に伴い、施策の見直しを図り、

予算等に反映させていく（2020年度文部科学省概算要求において、私立高等学校授業料の
実質無償化が事項要求されているが、制度の枠組みや都道府県の負担の有無など、内容が
明らかになっていないため、現時点では、国や道府県の動向等を注視するとともに、見直
しを行う場合のメリット・デメリットの整理を進めている） 

共助・ 
共生社会
づくり 
【23】 

 
2018年 
10月 

【共助社会づくり】 
• ①企業・大学等への重点的なアプローチ 
• ②東京ボランティア・市民活動センターとの連

携と機動的な推進体制の検討 
• ③ボランティア文化のレガシー化の推進 

 
【多文化共生社会づくり】 
• ①在住外国人支援事業の拡充 
• ②都内区市町村・国際交流協会等のネットワー

ク強化 
• ③都国際交流委員会の体制強化 
• ④外国人おもてなし語学ボランティアの活動継

続・拡大 

【共助社会づくり】 
 社員のボランティア活動を推進している企業の手法やメリットの普及等によって企業で働

く人々が活動しやすい環境を整備するとともに、学生ボランティア活動支援連絡会を開催
し、「大学ボランティアセンター事例集」を活用して、若い世代のボランティア活動を推
進するために大学ボランティアセンターの設置を促進するなど、働きかけを行っていく 
 

【多文化共生社会づくり】 
• ②都内の区市や地域の国際交流協会、民間支援団体からのヒアリングや多文化共生推進に

係る区市調査を実施することで実情を把握すると共に、2019年5月に新たに設置した「東
京都・区市町村多文化共生推進連絡会議」の開催を通して情報・ノウハウの共有を図った 

• ③在住外国人支援事業の拡充と合わせて様々な主体の連携の核としての国際交流委員会の
役割を検討 

• ④外国人おもてなし語学ボランティアに対するフォローアップセミナーの実施 
 ①外国人相談事業を強化し、都内各窓口において単独での対応が難しい多言語相談につい

て、2020年度に案内窓口を設置し、相談を適切な機関につなぐ仕組みを検討 
 ②都や国際交流委員会がハブとなり、会議やヒアリングなどを通じて区市や国際交流協会、

民間支援団体等と継続的な情報の共有を進め、様々な主体によるオール東京の多文化共生
施策を推進 

 ③都域全体における施策強化を効果的に実施するための体制を多文化共生推進委員会を中
心に引き続き検討 

 ④「ボランティア文化の定着」及び「活動分野の拡大」の両面から、2020年2月に新たに
フォーラムを実施 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

スポーツ
振興 

【24】 
 

2018年 
１月 

• ①ターゲット別アプローチの強化⇒施策を実施
率向上のカギとなる層に重点化 
 

• ②利用者ニーズを捉えた施設の魅力向上や運営
の工夫⇒指定管理者とのパートナーシップ会議
（仮称）による都施策との連動性を確保・強化 
 

• ③アスリートの活用促進⇒学校部活動や地域ス
ポーツクラブとの連携強化 
 

• ④施策の担い手の機能強化⇒監理団体の企画機
能の強化や区市町村・民間等への展開力の強化 
などを検討 

①スポーツを実施する機会の創出 
• スポーツ博覧会については、東京2020大会の新競技種目や、スポーツのＶＲ体験等のＩＴ

技術を活用したプログラムを取り入れるなど、新規コンテンツを充実させることによりイ
ベントの訴求力を高めることで、新たな参加層の掘り起こしにより裾野拡大を図っていく 

 スポーツを実施する人の裾野拡大に効果的に寄与するものとなり、女性や働き盛り世代等、
スポーツをあまり実施していない層への訴求効果を高められるよう、内容を充実 

②スポーツを実施する場の確保・活用 
• スポーツ施設を所有している大学や企業等と、ＴＯＫＹＯスポーツ施設サポーターズの協

定を締結し、都民が利用できるスポーツ施設を拡大（2019年10月時点13団体） 
 「指定管理者管理運営状況実地調査」において、利用者の声の掲載や施設の美化の取組内

容についても評価し、フィードバックすることで、より一層の施設のサービス・魅力向上 
③多様な主体との連携 
• 区市町村と連携し、子育て世代の親子や高齢者等を対象とした、スポーツ・レクリエー

ションの教室等に、講師の紹介・派遣、企画運営のノウハウを提供（2019年４月～） 
 女性等のスポーツ実施率向上に向け、地域や関係団体等と連携し、スポーツ振興策を検討 
④施策の担い手の機能強化 
• 都施策の現場を担うスポーツの専門家集団である政策連携団体において、外部人材の活用

や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能を強化、計画的な人材育成 

防災まち
づくり 
【25】 

 
2017年 
11月 

• 人事交流を通じたノウハウの蓄積や監理団体の
活用を通じた事業の加速など、区のサポート体
制を整備 

• エリア別の進捗状況（不燃領域率）を発信する
などの積極的な情報公開 

• 防災生活道路の拡幅整備や既存コミュニティに
配慮した魅力的な移転先の確保による不燃化の
加速 

• 建物所有者等の耐震化の取組を促進 

①不燃化の加速 
• 不燃化特区において、全戸訪問回数の上限撤廃やまちづくりコンサルタント派遣時期の拡

大（2019年3月）により、建替に向けた気運を醸成 
• 魅力的な移転先整備事業の先行実施地区の足立区江北地区、関原地区は事業者のヒヤリン

グを行い、事業者募集に向け準備 
②事業実施体制の強化 
• （公財）東京都都市づくり公社やＵＲが防災生活道路の用地折衝をはじめ、マンパワー不

足の区の業務をサポート（2019年度は、公社は５区から受託、ＵＲは９区から受託） 
③都民への情報発信及び事業の進捗状況の周知 
• 総務局の「東京都防災アプリ」において、地域危険度や避難場所の情報を掲載してきてお

り、さらに2019年度には、避難場所等のより一層の情報の充実や検索機能の付加等を実施
（2020年3月） 

④特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 
• 耐震化推進条例を改正し、占有者（テナント等）の責務等を追加（2019年７月施行） 
 今後改定する防災都市づくり推進計画基本方針（案）、東京都耐震改修促進計画に基づき、

不燃化・耐震化を一層促進 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

交通政策 
【26】 

 
2018年 
10月 

• 優先整備に向けた考え方を整理：エレベーター
の複数ルートおよびホームドアの優先整備に向
け指標を設定し、優先順位を決定するなど、優
先整備の考え方を検討 

• 事業促進及び情報共有の場の設定：関係者によ
る「エレベーターとホームドア情報連絡会」を
定期的に開催し、鉄道事業者の整備意向や区市
町村を通して駅利用者ニーズを把握し、優先整
備の考え方を整理 

• 区市町村及び鉄道事業者の負担軽減：区市町村
および鉄道事業者の負担軽減のため、国に対し
「優先整備に向けた考え方」に沿った国費配分
を要請するとともに、都費の効果的な投入を検
討 
 

• 2019年９月、更なるホームドアの整備に向けて、駅の特性や、駅周辺における立地状況を  
 考慮した「鉄道駅バリアフリーに関する優先整備の考え方」を取りまとめた 
 
 優先整備の考え方を踏まえ、鉄道事業者に整備計画の策定を求めていく。その際は、都・

区市町とも調整しながら作成していく 
 整備計画の実現を支援するため、ホームドアでは利用者十万人未満の駅や、エレベーター

では複数ルート等の整備への補助の拡大や補助上限額、負担割合の充実を検討 
 東京2020大会までに競技会場周辺駅などの主要駅においてエレベーター・ホームドアの整

備促進 

建築指導 
【27】 

 
2018年 
10月 

• 法令等を活用した規制・誘導：総合設計許可、
バリアフリー法に基づく認定等の着実な実施や
運用改善等により、質の高い都市環境の形成を
一層促進 

• 都民サービスの向上：よくある問合せについて
FAQを充実しHP等で公開するとともに、建築計
画概要書の閲覧方法の改善を図る等、窓口業務
を改善。また今後、建築確認手続きの電子申請
などについても、国や関係機関での検討状況を
踏まえつつ、将来的な課題として対応の可能性
等を検討 

• 人材育成・技術力の承継：関係機関との連携や
人事交流等を強化し、建築行政職員の技術力を
底上げ 
 

①総合設計許可 2018年度 2件  2019年度 3件 
 

   建築物バリアフリー条例 宿泊環境を整えるため一般客室の段差解消や出入口の幅等に  
               最低限の基準を設ける改正（2019年3月） 
   バリフリ認定 2018年度 新規10件 変更57件 
          2019年度 新規  6件 変更28件 
 
②保管している紙の建築計画概要書の電子化及び閲覧方法の改善について、行政手続ワンスオ
ンリーのモデル事業として、検討を開始（2019年８月） 
 2020年度には、保管されている建築計画概要書の電子化を実施予定 
 2021年度以降の閲覧手続の電子化を目指し、電子化した建築計画概要書の閲覧方法を検討 

 
③建築行政研修（2019年6月） 
 初めて建築行政に携わる職員への研修（参加者80名） 
 全国の特定行政庁や指定確認検査機関等で構成された日本建築行政会議のＩＣＴ活用部会

において、現在検証が行われている先行実施中の指定確認検査機関における実務検証や課
題整理、今後普及させるための問題検証の動向を注視し、対応の可能性について検討 
 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

住宅施策 
【28】 

 
2018年 
10月 

• ①高齢者の居住対策：サービス付き
高齢者向け住宅の世帯向け住戸の整
備に対する支援の拡充を検討すると
ともに、多世代交流や地域貢献等に
取り組む一般住宅を併設したサービ
ス付き高齢者向け住宅の供給を促進 

• ②マンションの老朽化対策：条例の
制定を目指して、マンションの管理
状況を把握する仕組みを整備すると
共に、管理状況に応じた支援を実施 

• ③空き家対策：区市町村の地域特性
に応じた企画提案や先駆的な取組を
支援し、対策の展開を促進する補助
スキームの構築を検討。また、空き
家を地域資源として活用し、地域の
価値向上につなげるエリアリノベー
ションを展開する仕組みを構築を検
討 

①高齢者の居住対策 
• サービス付き高齢者向け住宅整備事業の夫婦世帯入居支援補助の拡充（2019年４月） 
• 多世代交流や地域貢献等に資する一般住宅を併設したサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進するた

め、評価ポイントの見直しを実施（2019年４月） 
 「供給の促進」、「多様なニーズへの対応」及び「医療・介護との連携」にかかる取組を着実に実施す

るとともに、事業者や業界団体へのヒアリングにより新たなニーズを把握 
②マンションの老朽化対策 
• 管理組合の機能強化を図るため、「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」を制定

（2019年3月） 
• 条例で定めた管理状況届出制度の開始に向け、「東京におけるマンションの管理の適正化に関する指

針」を策定（2019年10月） 
 引き続き総合的な計画の策定や、届出システム等の整備を行い、適正管理から再生につながる切れ目な

い支援を展開 
③空き家対策 
• 地域の特性を踏まえた、区市町村の創意工夫を活かす企画提案型の事業を実施（2019年6月~随時交付決定） 
• 地域の価値や魅力の向上に向け、特定の地域で複数の空き家を改修するエリアリノベーションを促進す

るため、その企画・調整等を担うまちづくりプロデューサーの業務・事業を区市町村を通じて支援する
事業を実施（2019年10月審査会開催済み） 

• 「東京空き家ガイドブック」を発行し、広く都民や区市町村等に配布（2019年３月） 
 「適正管理」、「有効活用」、「発生抑制」、「広報･相談体制整備」の取組を進め、区市町村の主体

的な空き家対策に係る取組を後押し 

都営住宅
建設・ 
管理 

【29】 
 

2018年 
7月 

• ①多世代共生の推進：若年ファミ
リー向けの募集を拡大するとともに、
大学と連携した学生入居などを検討
し、多世代共生を推進。また、宅配、
共同配送と連携した見守りサービス
の実施や、創出用地等を活用した生
活支援施設を誘致 

• ②持続的な経営：昭和50年代建設住
棟や中・高層住棟が混在する団地に
おいて、効果的な建替えを推進 

• ②空き区画の活用に向け、併設駐車
場のコインパーキング化を拡大 

• ③災害対応力の強化：団地外周道路
等の無電柱化を促進 

①多世代共生の推進 
• 定期使用住宅の期限延長やひとり親世帯の応募対象への追加について、住宅政策審議会答申を受領

（2019年5月） 
• 2019年三定で条例を改正し、若年夫婦・子育て世帯向け期限付き入居の入居期間制限を緩和（同居す

る末子が18歳の年度末まで）（2019年9月） 
 都民住宅の空き住戸を活用した区市町による福祉的サービスの提供（保育、介護及び生活相談等）

（2019年11月実施予定） 
 東京都住宅供給公社に配置した業務統括者の下、巡回管理人への業務指導等による見守り機能の強化 
 八王子市長房地区まちづくりプロジェクトにて、複合施設整備（2021年春オープン予定） 
②持続的な経営 
• 工事監理や併存店舗権利者折衝の公社等への委託拡大を検討 
• 併設駐車場のコインパーキング設置の拡大（2019年8月～） 
 空き住戸縮減に向け単身者が入居可能な住宅面積基準の弾力的運用（2020年2月募集実施予定） 
③災害対応力の強化 
• 団地内での無電柱化について、新たに２団地（舎人六丁目、東保木間一丁目第２）を対象に検討（2019年7月～） 
 東京都住宅供給公社と連携し、指定工事店と災害協定を締結 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

土地区画
整理・ 
市街地 
再開発 
【30】 

 
2018年 
10月 

• 重要な都市基盤整備を伴う事業や複数プロ
ジェクトの核となる事業については、広域的
行政を担う都が調整・牽引 

• 区画整理事業により土地を交換するという換
地手法等を活用した、新たな難度の高い事業
手法による重要な都市基盤整備の推進 

• エリアマネジメントの導入について、計画段
階からのより一層の指導・助言 

• 補助制度の活用促進や事業の立ち上げに必要
な情報を計画段階から区市町に提供。また、
区市町への都職員の派遣や（公財）東京都都
市づくり公社の一層の活用 

①大規模な交通結節点の再編 
• 大規模な交通結節点である新宿駅周辺地区において、都が施行者となり土地区画整理事業によ

り、再編を推進 
②換地手法等を活用した道路整備 
• 外環の２上石神井地区（2018年12月街路事業に着手）、環４高輪地区（2019年7月街路事業

に着手）において、換地手法等を活用した道路整備を推進 
③エリアマネジメント 
• 民間再開発施行者や区市に向けたセミナーを開催（2019年9月末開催） 
④補助制度の活用 
• 土地区画整理事業は22地区で、市街地再開発事業は42地区で国庫補助を活用 
⑤（公財）都市づくり公社の活用 
• ７市１町が、土地区画整理事業の施行中１５地区及び開発調査地区等２地区について（公財）

都市づくり公社に委託 
⑥都の被災時の体制強化 
• 都及び区市町村職員向けに都市復興訓練を実施。都民参加型の「震災復興シンポジウム」を開

催し、普及啓発 
 

 都市づくりのグランドデザインの将来像実現に向け、上記の取組を一層推進 
 新宿駅周辺地区について、2020年度以降に事業計画決定 
 エリアマネジメントについて、引き続き普及啓発を図る 
 引き続き都市復興訓練を実施し、学識経験者の意見等により、更なる改善を図る 

省エネル
ギー・ 
温暖化 
対策 

【31】 
 

2017年 
12月 

• ①中小規模事業所対策：効果的な事業構築の

ための実態調査、多様な主体との連携強化、

地球温暖化対策報告書制度改正を検討 

• ②家庭部門：世代等別のアプローチ手法、古

い家電製品の買い替えや効率的な使用を促進

する施策展開を検討 

• ③再エネ導入拡大：都有施設における再エネ

のショーケース化、再エネ利用率の段階的な

引上げを検討 

 

①中小規模事業所対策 
• 省エネ対策サポート事業者（地球温暖化対策ビジネス事業者）を通じた省エネコンサルティン

グを実施することで、具体的な省エネ行動の実践を促すモデル事業を開始（2019年7月） 
 モデル事業の実施結果を普及するため、成果発表会を開催する。あわせて、金融機関にもセミ

ナー等を開催してもらうことで、自主的な取組の拡大や継続実施を促す 
• 地球温暖化対策報告書制度の新たな取組（評価・公表制度）の施行に向け、指針等の改正準備 
 改正内容を事業者に説明会及びセミナー等で周知した上で、改正後の地球温暖化対策報告書制

度の運用を開始し、優良事業者及び再生可能エネルギー利用状況の評価を公表 
②家庭部門 
• 省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫、給湯器への買替えを行った都民に対し、東京ゼロエミポ

イントを付与する「家庭のゼロエミッション行動推進事業」を開始（2019年10月） 
 引き続き、本事業を実施（申請受付は2020年度まで） 
③再エネ導入拡大 
• 都有施設における再エネ導入の見える化・ショーケース化に向け、ソーラーロード及び振動発

電の東京ビッグサイトへの設置に関し、事業実施者を公募して決定（2019年10月） 
 東京ビッグサイトにソーラーロード、振動発電等を設置し、効果検証等を行う 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

環境改善 
【32】 

 
2018年 
11月 

• ①VOC対策の推進：排出規制対象外の中小事業者
の実態を把握し、効果的な対策や自主的な取組を
促進（業界団体等にヒアリングを実施し連携策を
検討、区市との連携も視野に経営面の視点も考慮
して今後の取組を検討 等）家庭・オフィスを対象
とした普及啓発等を実施（メーカー、区市町村、
業界団体とも連携を図り認知度を向上 等） 

• ②次世代自動車等の普及：2030年までに乗用車
の新車販売台数に占めるZEVの割合を5割に高め
るため、普及に向けた取組を加速（イニシャルコ
スト低減のため補助対象者拡充、充電環境の整備 
等）事業者に対して、低公害・低燃費車の導入を
促進（低公害・低燃費車導入義務、補助等の都制
度を活用して事業者による次世代自動車等の導入
を進め、メーカーの開発意欲を促進 等） 

①VOC対策の推進 
• 「大気中微小粒子状物質検討会」における検討結果を踏まえて、PM2.5・光化学オキシダ

ントの濃度低減対策を検討するとともに、九都県市と連携した対策を実施 
• 「Clear Sky実現に向けた大気環境改善促進事業」を通じて、事業者や都民による自主的

取組を推進（2019年6月開始） 
 VOC対策ガイドの活用、VOC対策セミナーの実施、VOCアドバイザーの派遣等、普及啓発

により自主的取組を推進 
 
②次世代自動車等の普及 
• EV・PHVの更なる普及を図るため、購入費補助について補助対象者をこれまでの中小企業

に加え個人や大企業にも拡大するとともに補助額を拡充し申請受付開始（2019年4月） 
• EV・PHV充電設備の更なる普及を図るため、充電器補助について、補助対象を集合住宅に

加え、事務所・工場等や商業施設・宿泊施設等に拡大し申請受付開始（2019年6月） 
 都有施設における充電器設置やレンタカー・カーシェアリング事業におけるZEV導入の促

進等 

自然環境
の保全・

利用 
【33】 

 
2018年 
11月 

• ①生態系に配慮した緑化の推進：生態系に配慮し
た緑化に取り組む考え方や導入の効果などを分か
りやすく紹介（緑地の設計や管理に携わる事業者
を対象に現地見学や実務的な講習会を実施、造園
建設業界や設計コンサルタント業界と連携した人
材育成の検討 等） 

• ②外来種等の防除：区市町村の取組を促進（区市
町村の取組段階に応じた技術的支援、防除対策へ
の参加の働きかけ 等）キョン防除は、土地利用
や地形に応じた効果的な捕獲手法を検証し、対策
に反映 

• ③自然公園の利用環境整備等：関係者の意見も聞
きながら、先進事例等の調査や障害者登山等の
ケーススタディーを実施 
 

①生態系に配慮した緑化の推進 
• 「江戸のみどり登録緑地」を2019年10月末現在9件登録 
 先進的な取組を実施している緑地において緑地の設計や管理に携わる事業者を対象とした

講習会を実施するとともに、個別の緑地だけではなく、生態系に配慮した緑化に関する
様々な取組に対する支援を検討し、事業の裾野を広げていく 

②外来種等の防除 
• アライグマ・ハクビシン防除について、防除対策未実施の自治体に所在する緑地において

生息状況調査を実施した結果、18か所のうち12か所の緑地でアライグマ又はハクビシン
の生息が確認された（2019年８月） 

 アライグマ・ハクビシン防除について、生息状況調査の結果を活用して、防除対策未実施
の区市町村の取組につなげていく 

 伊豆大島におけるキョン根絶に向けた、効率的な捕獲を進めるため、分断柵等の設置を進
める 

③自然公園の利用環境整備等 
• 障害者等の来訪支援について、2018年度にとりまとめた方針に基づきマニュアルを作成

中（2020年３月完成予定）。外国人への適切な情報提供のためレンジャー等への英語研
修を９回実施（2019年度計１２回実施予定） 

 障害者等の来訪支援について、ビジターセンター等でマニュアルに基づく対応を進めるな
どサポート体制の充実を図る。外国人への適切な情報提供のためレンジャー等への英語研
修を継続して行う 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

資源循環 
・廃棄物

対策 
【34】 

 
2018年 
11月 

• ①食品ロスの削減：食品ロスの削減に向
けた東京方式の確立、キャンペーンの展
開 

• ②使い捨て型ライフスタイルの見直し：
レジ袋無償配布ゼロに向けた気運の醸成、
使い捨てプラスチック対策の推進、大規
模イベントなどでリユースカップ利用を
促進 

• ③建設工事におけるエコマテリアルの利
用促進：都関連工事における利用促進 

• ④リサイクルの推進・最終処分場の延命
化：リサイクルの更なる推進、オフィス
ビル、商業ビル等から排出される事業系
廃棄物の3R促進、焼却灰のリサイクル促
進 
 

①食品ロスの削減 
• 事業者と連携し、ショッピングモールにおけるイベントや外食店舗等での啓発グッズの掲出など、

食品ロス削減に向けた普及啓発事業（東京食品ロス０アクション）を実施（2019年10月～11月） 
 東京都食品ロス削減パートナーシップ会議において議論を進め、食品ロス削減推進法に基づく東京

都食品ロス削減推進計画（＝食品ロス削減・東京方式）を策定 
②使い捨て型ライフスタイルの見直し 
• 東京都廃棄物審議会に「プラスチックの持続可能な利用に向けた施策のあり方」について諮問し、

2019年10月に最終答申 
 東京都廃棄物審議会の最終答申を踏まえ、東京都プラスチック削減プログラムを策定し、使い捨て

プラスチック削減について具体的施策を検討、展開 
 新たなビジネスモデル（リユース容器を利用した商品提供プラットフォーム等）について、事業者

と協同実施 
③建設工事におけるエコマテリアルの利用促進 
• 良質な再生砕石について、その品質に関する基準及び製造する施設に対する認証を実施（2017年10月～） 
 九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会を通じた、コンクリート塊発生状況や利用状況及び将来予

測などの調査結果を受け今後の取組を検討 
④リサイクルの推進・最終処分場の延命化 
• 地域環境力活性化事業の補助制度などを活用することにより、区部における更なる資源化の検討や、

分別収集・リサイクルを促進するための支援を実施（随時） 
 「区市町村と都の共同検討会」において、「プラスチック製容器包装の分別収集促進等による焼却

量の削減」の検討課題について、区市町村と意見交換を行い課題整理等を実施 

子供・ 
家庭施策 
【35】 

 
2018年 
10月 

• ①家庭的養護の推進：ターゲットを絞っ
た普及啓発等による新たな里親の獲得、
短期・一時保護等での委託による未委託
家庭への委託促進、里親子への支援
（チーム養育体制）による里親子を支え
る体制の強化 

• ②施設における専門的ケアの充実：治療
的・専門的ケアを行うための専門職員の
充実、中高生年齢において課題を抱える
児童の受入れに対する支援 

• ③自立支援の充実：自立支援コーディ
ネーターを中心とした自立支援の一層の
推進、就労定着支援等を行うジョブ・ト
レーナーの全ホーム配置及び取組強化 

①家庭的養護の推進 
• 養子縁組民間あっせん機関に対する助成を開始（2018年度） 
 特別養子縁組制度の認知度向上のため積極的な普及啓発を図るとともに、児童相談所及び地域の養

子縁組里親支援の充実、民間あっせん機関への支援による特別養子縁組支援の強化を図る 
②施設における専門的ケアの充実 
• 乳児院において、看護師を増配置し、常時医療・看護が必要な病虚弱児の受入体制を整備（2012

年4月） 
 乳児院において、治療的・専門的ケアを行うための専門職員の配置や、病虚弱児等の受入体制の充

実を図る 
③自立支援の充実 
• 自立援助ホームにおいて、入所中又は退所した児童の就労支援及び就労定着支援を手厚く行えるよ

うジョブ・トレーナーを全ホームに配置（2019年4月） 
 ジョブ・トレーニング事業について、要件を満たした自立援助ホームに対する努力実績加算の創設

について検討、児童福祉法以外の他法関係機関との連携の強化を図る 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

高齢者 
施策 

【36】 
 

2018年 
10月 

• 課題を解決するための対策をエビデン
スを踏まえ検討し、「介護予防」及び
「高齢者の活躍促進」施策を戦略的に
展開 

• ①「社会参加のきっかけ」「活動を続
けられる仕組み」づくり②「社会との
接点を持ち続けられる仕組み」づくり
を新たな施策パッケージとして推進 

• ③シニア予備群への働きかけを通じて、
誰もが安心して暮らし希望を持つこと
のできる高齢期を迎えられるよう、中
長期的に取り組んでいく。 
 

①「社会参加のきっかけ」「活動を続けられる仕組み」づくり 
• 企業人等に地域貢献活動の魅力や活動参加の多様な選択肢を紹介し、定年前後からの社会参加を呼び

かけるセミナーを開催（2019年7月） 
②「社会との接点を持ち続けられる仕組み」づくり 
 介護予防・フレイル予防の基礎知識を分かりやすく普及啓発するため、パンフレット、動画等のツー

ルを作成し、HPやインターネット広告等で展開（2019年11月予定） 
 認知症の早期診断に向けた認知機能検査を推進し、都民が認知症への早期の対応や治療を行うことを

可能にする区市町村の取組を支援（2019年12月予定） 
③シニア予備群への働きかけ 
 高齢期に備えた取組を進めてもらうためのシニア予備群向けの読本を作成（2020年３月予定） 
 「社会参加のきっかけ」「活動を続けられる仕組み」「社会との接点を持ち続けられる仕組み」づく

りを引き続き推進 
 シニア予備群への働きかけを通じて、誰もが安心して暮らし希望を持つことのできる高齢期を迎えら

れるよう、引き続き中長期的に取り組んでいく。 
 

障害者 
施策 

【37】 
 

2018年 
10月 

• ①日常診療体制の強化：一般診療科向
けに精神科医療の研修会を新たに実施。
円滑な受診勧奨の手法等について分析 

• ②精神科救急医療体制の整備：二次救
急を必要とする患者をできるだけ身近
な地域で受けられるよう体制を強化。

ブロックごとに精神科医療の研修等を充
実させるとともに、地域での受入れが困難
な合併症患者を、総合診療基盤を有す
る都立病院等において広域で受け入れ
る体制整備を推進 

• ③地域生活支援体制の充実：各自治体
の地域移行等の取組が進むよう、先駆
的な取組や好事例を普及しつつ、地域
の相談支援事業所の支援力向上に向け
た取組を強化させる。特に支援の必要
性が高い方には、退院後支援計画を作
成の上、保健所を中心とする計画的・
包括的な支援を実施するなどの仕組み
を構築 
 

①日常診療体制の強化 
• 36地区医師会を通じ、一般診療科向けに精神科医療の研修を新たに実施 
• 地域の実情に応じた精神科と一般診療科の連携強化に向け、具体的な連携事例等をまとめた好事例集

を関係機関と共有 
 全地区医師会を通じ、一般診療科向けに精神科医療の研修や症例検討会を実施していく。 
 好事例集を活用し、精神科と一般診療科の連携強化を図っていく。 
②精神科救急医療体制の整備 
• 精神科救急医療体制整備検討委員会において、精神科初期・二次救急の相談状況や精神科措置医療の

通報等の状況について分析し、医療提供体制の課題等を検証（2019年度：１回開催） 
 初期救急等も含め、身近な地域で精神科救急医療が必要な患者がより確実に適切な医療につながる仕

組み等を精神科救急医療体制整備検討委員会で検討し、医療提供体制を強化していく。 
③地域生活支援体制の充実 
• 相談支援事業所等へ専門的指導・助言等の実施や、自治体での地域移行の先駆的取組を好事例として

普及するほか、高齢者福祉関係者を加えた地域生活移行支援会議を開催し、地域生活に移行するため
の支援体制について検討 

• 難治性精神疾患対策関係者会議を開催し、入院が長期化しやすい難治性の精神疾患を有する患者が、
専門的治療を受けられるよう、地域での支援体制の構築について検討（2019年度：１回開催） 

 地域生活移行支援会議において高齢者福祉関係者との一層の連携について検討を行い、高齢化した精
神障害者の退院促進と地域定着を図っていく。 

 都の実情を踏まえた「東京都における措置入院者退院後支援ガイドライン」の策定・効果検証等を行
うとともに、支援主体となる保健所に対する専門的かつ実践的な研修を実施し、支援体制整備を推進 

 難治性の精神疾患を有する患者が、専門的治療を受けられるよう、地域での支援体制を構築していく。 
 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

生活福祉
施策 

【38】 
 

2018年 
10月 

• 低所得高齢者等が、都内において、個々のニー
ズに応じた居住環境と生活支援の体制が整備さ
れた住居や施設に入り、安心・安定した生活を
送り続けることができるよう、以下の取組を検
討 

• ①「社会福祉住居施設」の設備及び運営の基準
に関する条例を制定し、都が「社会福祉住居施
設」の届出を受理。このうち、良質な生活支援
等サービスを提供する施設を「日常生活支援住
居施設」として認定する。 

• ②「施設長等のスキルアップの促進」、「施設
整備の促進」等の方策を検討し、良質なサービ
スを提供する施設を確保 

①居住環境の改善 
•  無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定めた厚生労働省令第34号が公布された

（2019年８月）。 
 無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する都条例を2019年度中に制定する。 
 都条例に定める基準を遵守するよう、事業者に対する指導・監督を実施 
②利用者の高齢化・利用の長期化への対応 
• 国の動向も踏まえ、無料低額宿泊所へのハード面（防火安全対策）についての支援策を検

討 
③支援サービスの質の確保 
• 無料低額宿泊所の施設長や従事者のスキル向上を図るため、都の研修の充実を図ることを

検討 
 
 引き続き、国の動向も踏まえ、施設整備費補助等（防火安全対策）の無料低額宿泊所への

ハード面についての支援策を検討 
 無料低額宿泊所の施設長や従事者のスキル向上を図るため、都の研修を充実 

保健・ 
医療施策 

【-】 
 

2018年 
7月 

• ①がん検診受診率の向上：検診データ等の分
析・見える化により、区市町村における取組を
促進 

• ②がん医療提供体制の整備：ＩＣＴを活用した
地域医療連携ネットワークの構築、都民への地
域医療情報提供内容の充実、診断されたときか
らのがんリハビリテーションの提供体制の検討 
等 

• ③がんとの共生のためお医療・支援体制：小
児・ＡＹＡ世代患者の支援の充実に向けた、小
児と成人の診療科との連携体制の構築、働きな
がら治療を受けるための相談支援体制、職場や
自宅の近くで治療可能な医療提供体制の整備、
高齢がん患者の支援の充実に向けた地域の連携
体制の整備等 

• ④緩和ケア医療提供体制の充実：病院内の緩和
ケアチームと他の部門等との連携強化、患者へ
の十分な情報提供、円滑な在宅緩和ケアへの移
行に向けた医療機関間の患者情報の共有化、地
域の医療従事者等の人材育成 

①がん検診受診率の向上 
• 区市町村によるがん検診の実施体制を把握する指標である「技術・体制指標」の年度内公

表に向け、調整中 
• 検診や精密検査の受診率向上及び精度管理の向上に向け、区市町村向け連絡会の開催や個

別訪問による技術的支援を実施 
 精密検査受診の必要性や検査内容等について記載したパンフレットを作成し、区市町村か

ら要精検者に対して配布することで、精密検査受診率の向上を目指す 
②がん医療提供体制の整備 
• 地域医療構想推進事業において、都内全域を対象とした地域医療連携ＩＣＴネットワーク

の構築に向けた取組を支援 
 がん診療連携拠点病院等と地域の医療機関の機能分化・連携の推進を図り、ＩＣＴを活用

した医療機関間の情報共有、患者への情報提供の充実策について検討 
 拠点病院等から地域の医療機関へ移行する回復期相当の患者を受け入れる病院において、

緩和ケアを提供しながら地域移行を促進するモデル事業を実施し、がん医療における機能
分化を促進する取組について検討を行っている 

③がんとの共生のためお医療・支援体制、④緩和ケア医療提供体制の充実 
• 東京都がん対策推進協議会のもとに設置した、ＡＹＡ世代がん、就労支援及び緩和ケアに

関するＷＧにおいて、2018年度に実施した実態調査の結果を踏まえた患者支援のあり方等
について検討を進めている 

 引き続きモデル事業における検証を進め、各ＷＧにおいて検証結果を踏まえた取組の検討 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

健康安全
施策 

【41】 
 

2018年 
10月 

• ①適正飼養の啓発と徹底：事業者と連携した飼
い主への啓発、東京都版「動物の学校」の実施
（飼い主が学ぶ機会の提供、地域で啓発を担う
人材育成）、専門機関を交えた多頭飼育問題の
検討 等 

• ②致死処分の減少を目指した取組の推進：地域
における対策の定着・促進、譲渡活動の連携・
協働の拡大、飼い主支援情報の提供拡大 等 

• ③動物取扱業の監視指導：苦情要因分析・自主
管理の促進、業態の多様化に対応した指導、効
率的・機動的監視指導 等 

• ④動物に関わる危機管理：動物由来感染症の実
態把握・情報提供、飼い主への災害対策の啓
発・区市町村の対策支援 等 
 

①適正飼養の啓発と徹底 
• 動物取扱業者を通じた飼い主への普及啓発として、ペットショップでの対面販売時におけ

る終生飼養の重要性の説明、購入者の署名等による確認を求める取組についての事業者説
明と周知を開始（2019年6月） 

 東京都版「動物の学校」の実施による飼い主が学ぶ機会の提供や地域での啓発を担う人材
の養成 

 子供向けの普及啓発（動物教室）の広範な展開を検討 
②致死処分の減少を目指した取組の推進 
• 飼い主のいない猫対策緊急促進事業を実施した自治体の取組内容を他自治体担当者に情報

提供（2019年6月） 
 ガイドブックを活用した地域での飼い主のいない猫対策の推進、先駆的事業の成果等の区

市町村への普及 
③動物取扱業の監視指導 
• 2019年6月の法改正に伴い、動物取扱業の遵守基準が具体的に定められる予定（2021年6

月） 
 今後、国の動向を見据えながら、業態の多様化に対応した自主管理点検票の作成等効果

的・効率的な監視指導方法について検討 
④動物に関わる危機管理 
• 狂犬病想定訓練を実施し、体制の実効性を検証（2019年11月実施予定） 
 狂犬病発生時の対応体制に係る実効性検証を踏まえ、関係機関との連携体制を強化 

福祉人材
の養成・

確保 
【43】 

 
2018年 
12月 

• 中小事業者への支援強化、区市町村を通じた支
援、組織体制の強化など、これまでの分析から
明らかになった課題について検討し対策を講じ
る。 
 

• 中期的な視点に立った対策が必要な課題に対し
ては、東京都社会福祉協議会、東京都福祉保健
財団や東京都福祉人材対策推進機構を活用して
実態を把握・検証し、その結果を踏まえて改善
していく。 
 

• 今回の分析結果を踏まえ、障害部門・保育部門
も同様に見直しを進めていく。 
 

• 東京都社会福祉協議会、東京都福祉保健財団、東京都福祉人材対策推進機構を活用して、
都内の高齢・児童・障害サービス分野の事業所や養成施設へのヒアリングを実施し、中長
期的な施策を検討 

• 検討結果を踏まえ、可能なものから事業化するとともに、新たに高齢・児童（保育）・障
害の分野ごとに現場の若手職員を中心に意見交換を行う場を設け、人材の確保・定着に資
する施策を検討 

 各事業における効果検証や福祉現場の実態調査結果、若手職員との意見交換等を踏まえ、
引き続きより効果的な施策を実施 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

病院事業
【44】 

 
2018年 
11月 

（早期の取組） 

• 病院現場に即した人材マネジメント方針の策定

など、柔軟な業務執行に向けた人材の確保・育

成を図る。 

• 病院経営の専門家（コンサルタント）を活用す

る等病院経営マネジメント力を向上し、更なる

経営改善を図る。 

（検討中の取組） 

• 今回の点検評価を踏まえて、都立病院の機能・

役割に適した経営形態を更に検証していく。 

• 都民への医療サービスの向上に資する経営の在

り方の検討を進めていく。 

• 都立病院における経営改善の取組として、2018年4月に経営戦略担当副院長を中心とする
「都立病院経営改善推進ＰＴ」を設置し、病院経営に係る外部専門家（コンサルタント）
を活用しながら、ベンチマーク結果の分析・改善提案を受け、各病院において経営改善の
取組を継続的に実施している 

• 2018年10月に全都立病院においてデビットカード及び電子マネーによる医療費の支払方法
の導入が完了し、患者サービスの向上及び未収金対策に努めている 

• 「都立病院人材育成活用方針」を策定（2019年1月）し、「都立病院新改革実行プラン
2018」において定めた都立病院の役割を着実に果たしていくため、「組織」と「職員」双
方の視点のもと、人材の確保・育成・活用に係る人材マネジメント方針を示した 

• 病院のマネジメントに必要な能力を養成するため、主に部長級医師を対象に実施している
マネジメント力養成講座に2019年4月から新たなコース内容を設定するとともに、研修対
象者を拡大 

 
 時代の要請や医療ニーズの変化に対応し、迅速な経営判断により柔軟な医療提供・業務執

行ができるよう、人材の確保・育成などの人事面、予算執行・契約などの財務面で、機動
的に対応できる仕組みを検討 

中小企業
支援 

【45】 
 

2017年 
11月 

• 本分析を平成30年度の予算要求へ反映 

• 平成30年６月末までに新たな施策の見直しを

（公財）東京都中小企業振興公社と共に実施 

 ①施策の棚卸し ②新たな施策の方向性 

 

• （公財）東京都中小企業振興公社と予算要求に向けた課題検討の状況や最新動向等を共有
する場を設け、意見交換を実施（2019年6月） 

• 2019年1月に策定した「東京都中小企業振興ビジョン～未来の東京を創るⅤ戦略～」に掲
げる目標達成に向け、「東京の中小企業振興を考える有識者会議」（第8回）にて既存施策
の効果検証を行い、課題を抽出（2019年7月） 

• 7月以降も引き続き、都と公社で意見交換を行いながら、次年度予算の要求内容を精査 
 
 公社との意見交換や有識者会議での議論を踏まえ、時代や中小企業のニーズに沿った施策

を展開できるよう、個別の事業について次年度予算要求に反映 
 主な内容として、中小企業の稼ぐ力の強化に向け、大企業や支援機関等とも連携してネク

ストユニコーン創出に取り組んでいくことを検討。喫緊の課題である事業承継については、
東京の稼ぐ力として活躍できるようアトツギ育成やＭ＆Ａを促進 

 ＩＣＴの活用促進やイノベーションの創出、海外展開等についても適宜事業内容の拡充を
検討し、中小企業の取組を強力にサポート 

 終期を迎えた事業は内容を精査し、中小企業のニーズに柔軟に対応した支援内容として新
たに構築 

２ 見える化改革の取組状況 
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観光産業
の振興 
【46】 

 
2018年 

7月 

• ①外国人旅行者の誘致：東京2020大

会とその先を見据えたプロモーショ

ン 

• ②ＭＩＣＥ誘致の推進：国際ニーズ

の変化に対応できる体制の整備 

• ③観光資源の開発：地域の魅力の更

なる向上と地域の観光力の底上げ 

• ④受入環境の充実：東京2020大会に

向けた取組の加速化 

• 東京観光財団との役割分担の見直

し：財団が現場のニーズを捉え、都

に施策立案や事業改善を提案 
 

①外国人旅行者の誘致 
• 個人旅行化が進む市場において、旅行博出展の見直し（△5か国）を実施（2019年4月） 
• 現地の特性やニーズを的確に捉えたＰＲ活動を行う東京観光レップを12都市から16か国・都市に拡充

（2019年4月） 
 東京2020大会の機会を最大限活用し、大会前・中・後におけるプロモーションを効果的に展開 
②ＭＩＣＥ誘致の推進 
• 国際会議誘致・開催資金助成を2019年度から拡充 
• 観光財団職員の専門性を強化するため、2019年度から誘致支援・開催支援チームなどの機能別に編成 
 主催者等のニーズを踏まえ、国際会議の誘致・開催支援の強化を検討 
③観光資源の開発 
• ナイトライフのイベントやＰＲ等を行う地域団体等の取組を支援（2019年8月時点：8件採択） 
• プロジェクションマッピングを活用した地域の旅行者誘致の取組を支援（2019年8月時点：1件採択） 
 多様なニーズに対応した、富裕層向けナイトライフ観光コンテンツの開発支援を検討 
④受入環境の充実 
• 多言語コールセンターサービスの対応言語を従来の英語、中国語、韓国語に加え、2019年度からフラ

ンス語及びタイ語を追加 
• 宿泊施設のバリアフリー化支援を2019年度から拡充 
 多言語コールセンターサービスの対象言語や対応業種の拡充を検討 

農林 
水産業 
対策 

【47】 
 

2018年 
9月 

• ①農業の担い手の確保・育成：新規

就農者や経営規模拡大を図る農業者

の確保・育成の強化 

• ②持続可能な森林整備と林業振興：

森林環境譲与税等を見据えた森林循

環の一層の促進 

• ③水産資源の管理：水産資源管理の

強化、未利用・低利用資源の活用促

進 

• ④都内産食材の消費拡大：都内産農

水産物の付加価値向上や魅力発信の

強化 
 

①農業の担い手の確保・育成 
• 都内で新たに農業への参入を希望する者に対し、2020年度の開設に向け、就農に必要な農業技術等を

体系的に習得させるための研修農場の施設整備を行っている。 
 （公財）東京都農林水産振興財団が運営する新規就農希望者向けの研修農場に対し、運営に必要な施設

や経費などを支援 
②持続可能な森林整備と林業振興 
• 建築物の外壁や外構での木材利用を進めるため、民間建築物の外構等での木材利用に対し補助（2019

年7月募集開始） 
• 区市町村が森林環境譲与税を効果的に森林整備や木材利用に結び付けるための情報提供や、市町村が実

施する森林所有者の意向調査等を支援（2019年６～9月：都内区市町を個別訪問、9月：説明会開催） 
 多摩産材製品の情報をとりまとめたカタログの作成を検討し、多摩産材の民間利用を促進 
③水産資源の管理 
• キンメダイの生態調査を行い、禁漁区域を設定するなど水産資源の管理を推進 
 東京2020大会のお土産用水産加工品（常温保存可能な加工品等）の開発、販路拡大等に対する支援を実施 
④都内産食材の消費拡大 
• ラグビーワールドカップ2019や東京2020大会関連イベントにおける都内産食材の積極的な活用と魅力

発信（ファンゾーン2019年9月～：13回、レセプション2019年7月～：4回） 
 東京産食材のブランド化（イメージ向上）戦略を策定 
 東京2020大会関連イベント、都主催等レセプションを活用した都内産食材の魅力発信 

２ 見える化改革の取組状況 
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雇用就業
対策 

【48】 
 

2018年 
9月 

• 以下を含めた７つのテーマ及び共通テーマ（多
様な主体との連携）について、分析・評価し、
改革の方向性を提示 

• ①女性の再就職支援や就業拡大：地域に眠る〝
女性の力〟を引き出すため、再就職に向けた支
援を充実 

• ②高齢者の就業支援：〝生涯現役〟でいきいき
と働けるよう、高齢者の新たなチャレンジを後
押し 

• ③テレワークの推進：〝テレワークが当たり前
になる社会〟に向け、取組を加速化 

• ④多様な主体との連携： 
ア．区市町村と連携した人材の掘り起しとマッ 
  チング 
イ．金融機関等との連携により効果的な企業支 
  援へ 

①女性の再就職支援や就業拡大 
• しごと財団と区市町村が連携して地域で実施する「女性再就職支援セミナー」の回数を増

加（2019年4月） 
 多摩地域における女性の就業支援体制の充実を検討 
②高齢者の就業支援 
• 都内12区市が設置している「アクティブシニア就業支援センター」と連携し、高齢者と 
 地元企業との面接会等を開催（2019年6月） 
 東京セカンドキャリア塾について、シニア予備軍を対象とした新たな講座の開設を検討 
③テレワークの推進 
• テレワーク導入に向けたコンサルティング（2018年5月）、トライアル導入等に要する経

費の補助（2019年5月）などにより、都内企業のテレワーク導入を促進 
 2020大会開催直前までに都内企業（従業員30人以上）のテレワーク導入率を35％とする

目標に向け引き続き支援 
④多様な主体との連携 
• ア．地域の実情に応じた外国人材の活用等、モデルケースとなる事業に取り組む区市町村

を支援（2019年4月） 
• イ．企業が抱える人材確保の課題に応じたアウトリーチ型支援を行うために、金融機関や

商工団体と連携（2019年４月） 
 引き続き、区市町村が行う人材確保策への支援や、企業へのアウトリーチ型支援を実施 

既設市場
の運営・

整備 
【49】 

 
2018年 
11月 

• 「市場の活性化」を図るため、以下の取組を推
進していく。 
 

①実需者・消費者ニーズへの対応 
・品質、衛生管理の高度化、加工・パッケージ施設 
 等の整備 
 
②取引の拡大 
・情報力の活用等による取引の活性化、輸出拡大に  
 向けた取組の強化、食育、魚食の推進 
 
③各市場の特性の発揮 
・経営戦略の検討、確立、改正卸売市場法への対応 

①実需者・消費者ニーズへの対応 
• 大田市場に、青果部の物流機能を強化するために、2019年３月、重層かつ閉鎖型の加工・

荷捌棟を整備 
 大田市場に整備した加工・荷捌棟において、低温管理下での衛生的な青果物の加工・パッ

ケージを行い、量販店などの多様なニーズに対応 
②取引の拡大 
• 輸出拡大に向けた取組として、2018年8月から市場業者に対し、ＨＡＣＣＰによる衛生管

理が含まれるＩＳＯ22000等の第三者認証の取得を支援 
• 食育・魚食の推進に向け、2018年度は料理講習会等を５市場で計15回実施し、405名参加 
③各市場の特性の発揮 
• 特色のある市場づくりを行うため、各市場の経営戦略を検討・確立 
• 改正卸売市場法への対応として、東京都中央卸売市場条例の改正にあたり、条例改正準備

会議を2018年12月から2019年７月までに４回開催。その後、10月28日の東京都中央卸売
市場取引業務運営協議会において改正内容について原案のとおり答申 

 11月上旬に東京都卸売市場審議会に報告した後、条例改正案を都議会第４回定例会に上程
予定。改正条例による市場運営を通じて、取引の活性化等により産地や実需者の多様な
ニーズに的確に対応するとともに、公正な取引環境を確保 

２ 見える化改革の取組状況 
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道路・ 
街路整備

事業 
【50】 

 
2018年 

9月 

• オープンハウスの実施による関係者の理
解と協力の促進、民間の専門事業者を活
用した相談窓口等によるきめ細やかな生
活再建支援、道路事業の必要性のPRな
どを通じて道路整備を推進 

• 都の直営業務と(公財)東京都道路整備保
全公社との役割分担を明確化し、公社の
優位性を最大限活かした業務に特化する
ことで、用地取得を推進 

• 民間開発の誘発に資する「開通時期宣言
路線」の明示や、道路上空を活用した民
間開発との連携を検討 

①道路整備の推進方策の強化 
• 環状第４号線（白金台）で個別相談会を開催し、事業内容の丁寧な説明を実施。また、特定整備路

線で実施している、相談窓口における専門家による無料相談を引き続き活用 
• 詳細な工事広報板等の掲出、用地取得箇所の暫定的な歩行者通路等としての開放を可能な限り実施 
 個別路線の状況に応じ、オープンハウスの実施を検討するとともに、特定整備路線における生活再

建支援策の効果検証を踏まえて、必要に応じた改善・その他路線への展開を検討 
②職員のノウハウ継承 
• 各職場におけるOJTの推進や、（公財）東京都道路整備保全公社の一層の活用について、関係部署

と調整を実施 
 各職場におけるOJTの更なる推進や、（公財）東京都道路整備保全公社の活用により、業務量に応

じた執行体制の確保を検討 
③東京のポテンシャルを最大限に引き出す道路整備 
• 都心部の道路整備予定区間の周辺での民間開発の動向を把握 
 民間の開発動向や用地取得の確実性等の観点から、「開通時期宣言路線」明示や、道路上空を活用

した民間開発との連携の可能性を検討 

道路管理
事業 

【51】 
 

2017年 
12月 

• 執行体制の見直しや予防保全型管理の他
施設への応用により維持管理コストを抑
制 

• 無電柱化については、コスト縮減と体制
強化により整備期間を短縮 

①執行体制の見直し 
• 2017年12月に実施体制のメリット・デメリットを検証した結果、時間外に及ぶ緊急作業時に柔軟

に対応できる点やコストの点等で有効な非常勤職員も活用し、人材確保の観点から民間委託も含め
双方を活用した執行体制としていく 

②舗装の高機能強化の重点化 
• 地域、路線の特性を踏まえ、計画的に舗装の高機能化を実施 
③予防保全型管理の拡大 
 2020年度に擁壁・掘割道路、共同溝、排水管等の予防保全計画を策定し、2021年度より計画に基

づき事業を実施 
④政策連携団体の活用拡大 
• 無電柱化の加速化に向けて、政策連携団体等の更なる活用について継続的に検討し発注規模の拡大

を図っていく 
⑤面的整備 
• 2019年度の「無電柱化チャレンジ支援事業制度」は、38区市（予定）へ支援を行うとともに、区

市町村などと連絡会議を設置し、取組事例等の情報共有や意見交換を行っている 
• また、2019年度からは、近年の頻発する自然災害の備えとして、区市町村への財政支援のうち、

「防災に寄与する路線」の補助率を拡充し、10区市（予定）に対して支援を行う 
⑥ICTの積極的な活用 
• 2019年度から山岳道路斜面定期点検にドローンを活用し、点検の実効性を確認 
⑦占有許可の特例を活用した規制緩和 
• 環状第二号線（新橋～虎ノ門間）等においてオープンカフェ等の設置やイベントを実施 

２ 見える化改革の取組状況 
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河川事業 
【52】 

 
2018年 

9月 

• 新たな調節池の検討を前倒しして実施するとと
もに、調節池の流域間相互活用が可能な環七地
下広域調節池の延伸を検討 

• 水防災総合情報システムにおいて、スマートデ
バイスへの対応、多言語化、GPSの活用、雨雲情
報の統合表示等を実施し、利用しやすい情報提
供を検討 

• 民間活力によるにぎわい誘導エリア（両国・浅
草）におけるリーディングプロジェクトを推進
するとともに、日本橋川など他エリアへの拡大
を検討 

• 砂防施設、海岸保全施設へ予防保全型管理を拡
大し、持続的な防護機能の確保とコスト縮減・
事業の平準化を図る。 

①スーパー堤防整備に向けた事業協力などの促進強化 
• 隅田川小台一丁目において、国土交通省と連携し、荒川の高規格堤防整備と民間開発に合

わせて2018年に事業化 
②調節池による水害対策の強化 
 新たな調節池の整備について引き続き検討及び関係者協議を推進し、調整が進んだものか

ら順次事業化 
③より分かりやすい水防災情報の提供 
• 水防災総合情報システムの充実については、2019年3月からスマートデバイス対応として、

水位計、雨量計等の設置個所の表示を分かりやすくするとともに、位置情報を活用し、利
用者の現在地点周辺の情報を自動で表示できる機能を追加するなどシステムを改修 

④まちづくりと連携した魅力的な水辺空間創出 
• 2018年10月から古川（古川橋上流右岸）において、再開発事業者が実施する川沿いの歩行

者空間等の整備と連携し、基盤となる都の護岸整備を実施 
⑤民間活力によるにぎわい誘導エリア拡大 
• 両国リバーセンター事業では、2018年10月から民間事業者による複合拠点施設の整備や東

京都におけるスーパー堤防の整備等を実施 

公園・ 
霊園事業 
【53】 

 
2018年 

7月 

• 東京2020大会に向け、公園施設においてもトイ
レの洋式化や誰でもトイレの新設など、ユニ
バーサルデザインを推進 

• 多様な生物が生息できる公園整備やかいぼりな
どにより豊かな都市環境を創出 

• 木場公園において飲食店の設置事業者を公募す
る等民活手法を活用した公園の魅力向上に取り
組む。 

• 民活手法により新たな公園施設を導入する際に
は、施設周辺の園地等の維持管理を行わせるな
ど、維持管理コストの抑制策を検討 

• 新たに指定期間中間での事業提案の検証・見直
しを行うなど、民間の団体である指定管理者と
連携し、より効率的、効果的な公園運営を行う。 

• 区部霊園の再貸付、樹林型墓地など合葬式墓地
の供給などを推進 

①ユニバーサルデザインの推進 
• トイレの洋式化は、2019年10月までに対象の主要22公園124ヶ所のうち58ヶ所で実施 
②生物多様性の保全 
• 2018年11月から2019年３月にかけて10池でかいぼりを行い、2018年10月から2019年10

月末までに合計23池で、ボランティアの募集・育成等を実施 
 かいぼり後に水質、水生動物や水生植物について事前事後のモニタリング調査を実施 
③新たな賑わいの創出 
• 都立木場公園多面的活用プロジェクトの公募により決定した民間事業者と2019年４月に基

本協定を締結し、2020年６月の飲食店のオープンに向けて、建築工事等の各種調整を実施 
• 2018年度以降、都立の63公園（区部北部・多摩部42公園、区部南部21公園）を対象に、

公園内における事業のアイデアや参入意欲などを聴取するマーケットサウンディング調査
を実施 

 マーケットサウンディング調査での意見を参考として、今後民活手法を導入していく対象
公園や事業規模、公募条件、事業化に向けた課題等を整理、検討 

④維持管理コストの縮減 
• マーケットサウンディング調査において民間事業者から示された施設整備や維持管理など

の提案内容について、具体的な活用方策を検討 
 民間事業者を活用して、新たな公園施設を導入する際には、施設周辺の園地等の維持管理

についての提案を求めるなど、維持管理コストの縮減策を検討 

２ 見える化改革の取組状況 
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臨海地域
開発 

【54】 
 

2018年 
11月 

• 臨海部は陸・海・空の国際的な玄関口を備え、
東京2020大会レガシーの希少性を有するなど、
大きなポテンシャルを秘めている。 

• 今後策定する「東京ベイエリアビジョン」（仮
称）を踏まえ、東京の未来を体現するエリアと
してさらなる飛躍を目指す。 

• ３つのシティを先鋭的に実現させ、東京が抱え
る都市問題に対する処方箋、新しい東京の都市
モデルを示していく。 

①臨海地域開発の推進 
• 長期戦略策定に向けた「「未来の東京」への論点」において、ベイエリアが新たな価値を

生み出し、未来を創造するエリアとして位置付け（2019年8月） 
• 「東京ベイエリアビジョン」（仮称）の検討について、官民連携チームから庁内検討委員

会に対して提案（2019年10月） 
• 区部中心部からの交通アクセスを強化するため、東京2020大会後、運行開始予定のＢＲＴ

の受け入れや今後の路線バスの増強を見据えて、臨海副都心の交通拠点である東京テレ
ポート駅・国際展示場駅の駅前広場の改修工事を完了（2019年９月） 

 長期戦略と調整を図りつつ、官民連携チームの提案を参考にしながら、ベイエリアの将来
像を描いていく 

 スポーツやイベントで賑わう「有明レガシーエリア」の整備に向けて、事業者の募集、選
定を行い、大会レガシーを生かした魅力あるまちづくりを推進 

 東京2020大会及び大会後を見据え、民間事業者の創意工夫を活用した、まちのにぎわいと
快適性に資する取組を幅広く支援し、臨海副都心全体のブランド価値を高めていく 

②海上公園の賑わい創出・東京2020大会の成功、自然環境保全 
• 魅力的な水と緑のネットワークの創出（有明親水海浜公園(仮称)整備着手等） 
• 東京2020大会の競技会場等と一体的な海上公園整備（大井ふ頭中央海浜公園ほか６公園） 
• ラムサール条約湿地の普及啓発(他自治体と連携した展示(2019年9月)、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ(10月)) 
 引き続き、海上公園の新規整備、他自治体と連携したラムサール条約登録湿地の普及啓発、

民間の活力を活かした新たな賑わい創出などに取り組んでいく 

東京港 
整備・ 
管理 

【55】 
 

2018年 
11月 

• コンテナふ頭（国際貿易拠点港）に係る事業：
港湾関係事業者との更なる緊密な連携の下、大
会を契機とした物流円滑化を推進する。既存コ
ンテナふ頭の抜本的な改良・更新を実施し、東
京港の施設能力を強化する。 

• 客船ふ頭（国際観光港湾）に係る事業：新客船
ふ頭の着実な整備を進めるとともに、円滑な施
設運営を実現させる。効果的なクルーズ客船誘
致策を推進する。 

①コンテナふ頭（国際貿易拠点港）に係る取組 
• 日中における港湾関係車両の交通量を抑制・分散化させるための取組として、コンテナ

ターミナルにおけるゲートオープン時間を拡大するトライアル（2019年ＧＷ期間、8月）
や、24時間利用可能な一時保管場所(ストックヤード)の実証実験(2019年8月)などを実施 

• 東京2020大会時における貨物量の抑制、輸送・搬出入時間の変更を荷主へ働きかけ 
 年末年始期間においても、上記のトライアルなどを行なうとともに、これまでの検証を踏

まえた効果的な対策を大会期間中に実施し、臨海部の交通混雑を緩和させることで、大会
運営と円滑な港湾物流を両立させる 

 中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ２）について整備が完了し、2020年春に供用を開始 
 青海ｺﾝﾃﾅふ頭の取扱貨物の一部がＹ２へ移転することを契機に既存ふ頭の改良更新に着手 
②客船ふ頭（国際観光港湾）に係る取組 
• 東京国際クルーズふ頭の整備を進めるとともに、2019年7月に指定管理者を公募 
• 船会社の個別訪問やクルーズコンベンションへの参加（2019年4月及び10月）等により広

くＰＲを実施し、客船の寄港数増加に向けた誘致施策を推進 
 乗下船に係る円滑なオペレーションの実施及びおもてなしにより乗船客の満足度を高める

など、効果的な客船誘致を推進 

２ 見える化改革の取組状況 

26 



ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

海岸保全
施設 

【56】 
 

2018年 
11月 

①施設の耐震・耐水対策 
 (1)都民からの事業への理解や協力の促進 
 (2)新たな整備計画の検討 
 
②非常時の水防態勢 
 (1)陸こうの更なる削減と遠隔制御化の推進 
 (2)SNSやホームページ等による情報発信の充実 
 (3)都民の避難等に資する高潮特別警戒水位の 
    設定 
 
③施設の維持管理 
 新工法・新技術の積極的な導入による、より一層 
 効率的な維持管理の推進 

①施設の耐震・耐水対策 
• 東雲北運河にて水域利用者等の影響が最小限となる施工手順を検討中 
• 現行計画で整備が位置付けられていない堤外地におけるまちづくりの計画や進展を調査中 
 堤外地のまちづくりの進展に合わせて、要整備区域を選定するなど新たな整備計画を検討 
②非常時の水防態勢 
• 非常時の閉鎖作業の効率性や安全性を高めるため、陸こうの削減を実施（東日本大震災以

降約3割（46箇所→現在33箇所）削減） 
• 住民へのわかりやすい情報発信等について海外事例の調査を実施（2019年9月） 
• 避難の契機となる高潮特別警戒水位の設定に向けて学識経験者を交えた検討委員会を開催

（2018年以降3回） 
 関係者と調整を図り、陸こうを可能な限り削減するとともに、削減できない箇所は遠隔制

御化を図っていく 
 都民の安全・安心に資するよう、高潮等の情報発信を強化 
 関係機関と協議、調整の上、高潮特別警戒水位を設定 
③施設の維持管理 
• 無線ボートを活用した点検について、海岸施設への応用をめざして港湾施設において試行

実施。費用対効果の課題解決に向けてコスト縮減等を検討中 
• 点検の効率化に向け、目視に代わりカメラによる画像解析等を検討する委託調査を実施中 
 新工法・新技術の積極的な導入により、維持管理業務のより一層の効率化を図っていく 

島しょ等
港湾・ 
漁港・ 
空港・ 
海岸 

【57】 
 

2018年 
11月 

• メリハリのある施設整備の推進：それぞれの島、
港の特色、特徴を踏まえた整備を実施 

• ＩＣＴを活用した効率的な施設整備を推進：ICT
や施工自動化による建設時の作業効率の向上 

• おもてなし強化とバリアフリーの推進：①来島
者の行動段階に応じた、必要かつ的確な情報提
供の実施②利用者が快適に利用できる船客待合
所・空港ターミナルづくりの推進③「島の外」
と「島内拠点」をスムーズにつなぐ結節点とし
ての船客待合所・空港ターミナルの役割を強化 

①メリハリのある施設整備の推進 
• 来島者や島民の利便性向上に高い効果が見込まれる高速ジェット船の安定就航に向けて事

業を推進（新島若郷漁港にて2019年3月から岸壁増深のための検討調査を実施） 
 特に観光客のアクセスに着目し、それぞれの島、港の特色、特徴を踏まえた整備を推進 
②ＩＣＴを活用した効率的な施設整備を推進 
• 技術資料の収集、施工業者へのヒアリングを行うとともに、離島での適用性を検討するた

めの調査を2019年9月から実施 
 新技術・新工法の現地活用に向けて、施工条件等を踏まえ試験施工を行い、実現を目指す 
③おもてなし強化とバリアフリーの推進 
• 乗降客の利便性・快適性を確保するため、2019年8月から三宅島三池港、2019年9月から

八丈島神湊港にて日除け雨除け施設の設計を実施 
 来島者への必要かつ的確な情報提供のツールとしてＨＰ及びスマートフォンアプリを作成 
 ＭａａＳを見据えた地域交通社会の実現に向け、関係機関と連携して来島者が利用する各

種サービスを統合 
 順次各島にウェルカムボードを設置し、着岸した来島者におもてなしの心が伝わるよう、

島ならではのお出迎えを実現 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

視察船 
事業 

【58】 
 

2017年 
9月 

• 利用者層拡大、 土曜日運航拡大 

• スマートフォン対応、分かりやすいＨ

Ｐ作り 

• 関連する他局事業と連携した視察船の

有効活用 

• 1利用者当たりコストの縮減 

• 新造船の有効活用（利用の拡大、経費

の縮減） 

①利用者層拡大、 土曜日運航拡大 
• ユース、ファミリー等への利用者層の拡大（15歳以上→土曜を含む一定期間は小学生以上、親子対象

の乗船会）を実施、土曜日運航の拡大を実施 
 

②スマートフォン対応、分かりやすいＨＰ作り 
• 2017年度までに改善済 

 

③関連する他局事業と連携した視察船の有効活用 
• 国際会議後のアフターコンベンションや海外からの研修生向け視察等を実施 

 

④ 1利用者当たりコストの縮減 
• 案内等業務委託の委託方法見直しを実施（特命随意契約→競争入札(総合評価方式)）、定期修繕等業

務の精査により、経費の抑制に努めるとともに利用者数の増を達成 
 

⑤新造船の有効活用（利用の拡大、経費の縮減） 
• 新東京丸廃船に伴い、水上バスで視察船事業を継続。2019年度中に新造船を導入予定 
 2020年は東京2020大会が開催され、海上から東京港の魅力を国内・海外の方々にPRする機会である

ため、東京2020大会を中心として対応することとし、大会関連のニーズに合わせた柔軟な活用を図
る。東京2020大会終了後、利用の拡大と経費の縮減に向けて取り組んでいく 

会計管理
事務 

【59】 
 

2017年 
11月 

• ①会計事務の適正化：これまでの取組

から方向性の転換を図り、検査体制の

見直し、業務プロセスの改善（ＢＰ

Ｒ）、ＩＣＴ活用による省力化・効率

化を推進 

• ②キャッシュレス化の推進：代替手段

等の対応方針を決定し、原則キャッ

シュレス 

• ③新公会計制度のミクロ面での活用を

促進：新公会計制度の活用推進に向け、

各局を支援し、自治体間連携を促進 

 

①会計事務の適正化 
• 2019年5月に局内ＰＴを設置し、2018年３月に策定した会計事務簡素化・電子化の骨子に則り、会

計事務規則の様式の見直しによる押印決裁欄の削除等に係る財務会計システムの改修に着手（2019
年10月） 

 具体的な事務改善案について、直ちに着手できるものから改善するとともに、更なるＢＰＲや電子化
を検討 

②キャッシュレス化の推進 
• 収入においては、恩賜上野動物園におけるQRコード決済実証実験の事業者を公募により決定したほ

か（2019年８月）、他の都立施設等へのクレジットカード・電子マネー導入支援を実施（2019年9
月） 

• 支出においては、全ての旅費を原則キャッシュレス化したほか、資金前渡の支払いにおいてブランド
デビットカードの試行を段階的に拡大 

 収入においては、恩賜上野動物園におけるQRコード決済実証実験を開始するほか、他の都立施設等
へのキャッシュレス決済の導入拡大に向け、各局への支援を実施 

 支出においては、資金前渡の支払いにブランドデビットカードを本格導入し、2020年度に原則
キャッシュレス化 

③新公会計制度のミクロ面での活用を促進 
• 事業別財務諸表作成支援機能追加に係る財務会計システムの改修に着手（2019年10月） 
 各局の利便性向上のため、更なる財務会計システムの改修（管理事業の階層化など事業別財務諸表作

成支援）を2020年度に実施予定 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

学校運営 
・支援 
【60】 

 
2017年 
11月 

• ５つの支援内容(※)は相互に関連しているため、
一つの組織で一体的・継続的に行われることが
効果的である。 

• 監理団体は有効な手法と考えられるが、引き続
き他の選択肢を含め検討していく。 
 

（※） 
 人材バンク機能の充実・強化 
 教職員研修等の企画機能の充実・強化 
 学校教育支援業務の充実・強化 
 教育委員会支援業務の充実・強化 
 学校事務・施設管理業務のセンター化 

①学校に対する人的・財政的支援（2018年度→2019年度） 
• スクール・サポート・スタッフの配置事業規模：400人→1,000人 
• 部活動指導員の配置事業規模：中学490人→515人、高校191人→392人、特支0人→57人 
 
②一般財団法人東京学校支援機構の設立 
• 学校の働き方改革を推進し、教員の負担軽減と教育の質の向上の両立を図るため、都内公

立学校を多角的に支援する全国初の新たな財団法人（東京学校支援機構）を2019年７月に
設立 

• 東京学校支援機構においては、2020年度からの事業開始に向けて、関係団体との連携や機
構職員の確保、システムや業務手順の構築などの準備を進めている 

 東京学校支援機構は「多様な外部人材を安定的に確保する機能」、「教員サポート機能」、 
 「学校の事務センター機能」の３つの機能を柱とした事業を展開予定 
 来年度に開始予定の主な事業は以下のとおり 
 (1)人材バンク事業 … 多様な外部人材の情報を学校に提供  
 (2)学校法律相談デスク … 教員の懸案事項を弁護士等に相談できる窓口の設置 
 (3)都立学校施設維持管理業務 … 学校施設の維持修繕を効果的・迅速に処理 

社会教育 
・生涯 
学習 

【61】 
 

2018年 
9月 

• ①社会教育事業：地域住民（都民）と学校が協
働する仕組みづくりを全都に定着させるための
取組を進めていく。中でも、都は、「元気高齢
者」をはじめ、教育支援を担う地域人材、企業
人材等が参加しやすくなる環境づくりを支援す
る。 

• ②社会教育施設：図書館は、効果的な広報を行
うとともに、将来的な移転改築も視野に入れた
施設とサービスの一層の充実を行っていく。
ユース・プラザは、企画・実施に当たって、都
から方向性のみを提示するのではなく、より具
体的内容を示すようにし、企画内容に確実に反
映させる。PFI事業契約に関しては、契約終了を
見据えて、運営手法について検討する。  

• ③文化財関連：文化財保護法の改正を含む国の
動向を踏まえ、適切な保護施策を実施していく。 

①社会教育事業 
• 放課後子供教室の取組を推進するため、実施日、実施時間の拡充への支援の充実、活動プ  
 ログラムの内容の更なる充実 
• 区市町村が配置する統括コーディネーターについて、2019年度から都の補助割合を拡充

（２年間）（国1/3・都1/3・区市1/3 → 国1/3・都2/3） 
• 2019年度からユースソーシャルワーカー（主任）の配置を一部拡大（４人） 
 学校敷地内に地域の交流拠点をモデル的に設置し、「元気高齢者」をはじめ、教育支援を 
 担う地域人材、企業・人材等が参加しやすくなる環境づくりを支援 
 
②社会教育施設 
• 図書館の潜在利用者を対象にしたニーズ調査の結果等を踏まえ、調査研究ルームの座席数 
 拡大（2019年3月）や予約制レファレンスの試行（2019年7月～）といった多様な利用方 
 法を提供するほか、年齢層に合わせたTwitterやFacebook等を活用した広報展開などを実施 
• ユース・プラザの社会教育事業では、都政の課題に対応できるものとするため、事業者と 
 事業のあり方及び具体的内容について協議を行い、企画内容へ反映 
 中央図書館の将来的な移転改築を視野に入れ、サービスと施設について検討開始予定

（2019年度中） 

２ 見える化改革の取組状況 
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救急活動 
【62】 

 
2017年 
11月 

• ①高齢者に重点をおいた普及啓発や更
なる需要抑制策の検討（「#7119」東
京消防庁救急相談センター認知率の目
標値（2022年）を60％に設定） 
 

• ②救急隊の増隊・機動的運用（2020年
までに出場からの現場到着時間７分を
目標とする。） 
 

• ③救命講習の受講促進と口頭指導の実
施体制の検討（公共の場における応急
手当実施率を2022年に70％とすること
を目標とする。） 
 

• ④病院や関係局との連携強化 
 

①高齢者に重点をおいた普及啓発や更なる需要抑制策の検討 
• 統一したロゴを用いた「＃7119」東京消防庁救急相談センターの広報用マグネットシートを地域包

括支援センター等へ配布し、ポスターを救急相談センター協力医療機関等へ配布（2019年8月） 
• 高齢者予防救急方策として、高齢者転倒防止に関するリーフレットを都内各所で配布するとともに、

救急告示医療機関において広報動画を上映 
 高齢者を中心に、年齢層等に応じた効果的な広報の推進 
②救急隊の増隊・機動的運用 
• 日中の救急需要が多い地域での現場到着時間の短縮のため、平日の日中のみ運用するデイタイム救

急隊を創設（2019年5月） 
• 救急隊６隊増隊（2019年10月） 
• 時間帯で変化する救急需要に合わせ待機場所を変更する救急機動部隊の拡充(2019年10月) 
 増大する救急需要に対応するための救急隊の計画的な増隊 
③救命講習の受講促進と口頭指導の実施体制の検討 
• 応急手当奨励制度の応急手当普及員等による救命講習自主開催を促進 
• 口頭指導という応急手当の支援体制を都民に対し広報 
 口頭指導を119番受付時から継続して実施する体制について検討 
④病院や関係局との連携強化 
• 検証委員会の結果を踏まえて、転院搬送における救急車の適正利用を推進（2019年5月） 

消防 
【63】 

 
2018年 

9月 

• ①(a)ＩＣＴを活用した立入検査等予防
業務の効率的・効果的な体制構築（建
物データの有効活用による立入検査の
実施、立入検査専従職員の小規模雑居
ビル等への集中的投入等） 

• ①(b)住宅防火・日常生活事故防止対策
の推進（住宅火災・日常生活事故デー
タ等の有効活用、高齢者世帯等への防
火防災診断等の推進等） 

• ②現場到着時間の更なる短縮及び関係
機関との情報共有体制の拡充（自動的
に通報される体制の拡充、地域特性に
応じた小型車両等の活用等） 

• ③多種多様な災害に対応するための消
防活動体制の強化（映像や災害データ
等を活用した消防活動の迅速化・効率
化、災害特性に応じた車両・装備等の
整備等） 
 

①(a)ＩＣＴを活用した立入検査等予防業務の効率的・効果的な体制構築 
• 民間事業者が保有する地図情報と当庁が保有する建物、事業所等の対象物情報とのデータ突合を行

い、使用開始届出の未届の可能性のある対象物等を抽出し、防火安全指導等を実施（2019年10月） 
• 新宿消防署機動査察隊を運用開始し、繁華街地域にある小規模雑居ビル等に対する夜間、休日等の

査察体制を充実・強化し、立入検査及び命令等による違反是正を実施（2019年4月） 
①(b)住宅防火・日常生活事故防止対策の推進 
• 関係機関と連携し、高齢者世帯等への総合的な防火防災診断を実施 
• 日常生活事故データのオープンデータ化に向けた検証委託を実施 
 関係部局と連携して日常生活事故データのオープンデータ化の環境を整備 
②現場到着時間の更なる短縮及び関係機関との情報共有体制の拡充 
• 感知器が煙などを感知すると自動的に119番通報ができる建物の用途・時間の制限を撤廃 
 （自動通報等の承認に関する規程（告示）改正 2019年9月公布 ・2020年4月施行） 

• 事業者を介して自動的に通報する場合の利用者からの承認手続きを廃止するとともに、事業者によ
る適正な通報等の確保のため、代理通報事業者の認定制度を創設 

 （火災予防条例改正・代理通報事業者の認定に関する規程（告示）新設 2019年9月公布・2020年4月施行） 

 道路狭隘地域における現場へのファーストタッチを一層迅速化するため、電動トライク等を活用す
るファーストエイドチームを創設 

③多種多様な災害に対応するための消防活動体制の強化 
 走破性の高い車両や水陸両用のエアボート等の特殊な装備を扱い、広域的な水害発生時等に、浸水

地域等にいち早く進入し、迅速な災害実態の把握及び救出活動を実施する即応対処部隊を創設 

２ 見える化改革の取組状況 
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バス、 
都電、 

日暮里・
舎人 

ライナー 
【64】 

 
2018年 

9月 

(都営バス) 
・誰もが利用しやすい都営バスの実現（途切れない
情報案内、更なるバリアフリー） 
・バス運転手の確保 
 －職業としての魅力発信・魅力向上（都営バスの
イメージアップ、職場環境の改善等） 
 －バス運転手の育成体制の充実（個々の技術レベ
ル・習熟度に合わせた、きめ細かな研修の実施） 

①誰もが利用しやすい都営バスの実現 
• 誰もがよりスムーズにバスを利用できるよう、バス車内へのデジタルサイネージの設置拡

大やフルカラー行先表示器の追加導入等を実施 
 バス車内や駅前広場等へのデジタルサイネージの設置を進めるなど、途切れない情報案内

の提供を引き続き推進し、バスを円滑に利用できる環境を順次整備 
• 2018年12月に導入したフルフラットバスについては、国による標準仕様の策定、国内バス

メーカーへの開発促進や財政支援の創設を国に対して要望。また、国内バスメーカーに対
して開発を要請。さらに、お客様の意見等の集約・分析など、検証を実施 

 フルフラットバスについては、国や国内バスメーカーへの働きかけなど、これまでの取組
を引き続き実施 
 

②職業としての魅力発信・魅力向上、バス運転手の育成体制の充実 
• 女性が働きやすい職場環境の充実に向けて、バス営業所において女性職員の更衣室、トイ

レなどの施設の整備・拡充を図った 
 今後も、女性が働きやすい職場環境の充実に向けて、女性施設の整備・拡充を進めていく

（2019年度予定：2営業所、2020年度予定：１操車所、2021年度予定：１操車所） 
• 採用HPの充実や転職イベントへの積極的な出展等、PRの拡充を図っている 
 採用者のレベルに応じた養成研修コースを４段階に細分化し、バス運転手（新規採用職

員）の育成体制を充実（2019年11月予定） 

地下鉄 
【65】 

 
2018年 

7月 

• お客様ニーズに応える店舗等の展開（情報発信
の充実、外部調査委託の活用、新規店舗の設
置） 

• 広告事業における販売方法の見直し・デジタル
化の拡大（デジタル広告の拡大、既存紙媒体の
販売方法の見直し、速報配信システムの導入、
デジタル変換システムの活用） 

• グループ経営の推進 
 ①局と関連団体との役割分担の再整理・委託規模
の拡大等により、関連団体を積極的に育成 
 ②局と関連団体との双方向の積極的な人材交流に
よる、グループ一体での人材育成・技術継承 

①お客様ニーズに応える店舗の展開 
• HPの案内で駅構内の店舗やサービス機器の業態別設置一覧をまとめ、駅ごとに設置場所を

記載した案内図を掲載するなど、よりわかりやすくリニューアル（2018年10月） 
 構内営業の展開に活用するため、店舗等のスペース創出やジャンルに関する提案、流動調

査等に関する業務委託を実施（2019年度） 
 駅の大規模改修工事に合わせて、駅施設のレイアウトを見直すことで、日比谷駅に１店舗

設置（2019年10月）し、今後、神保町駅に４店舗を新設（2019年度予定） 
 

②広告事業における販売方法の見直し・デジタル化の拡大 
• 幅広い広告主ニーズに応えるため、様々な情報と連動し、状況に応じて配信内容を変える

速報配信システムを導入し、販売を試行（2018年6月、2019年10月） 
• 車内液晶モニターを備えた浅草線新型車両を導入（2018年度から） 
• 地下鉄車内広告と駅広告の複数媒体で展開するメディアミックスキャンペーンを新宿線で

２種類開始（2019年４月） 
 日比谷駅におけるデジタルサイネージを設置 

 

③グループ経営の推進 
• 局と関連団体における役割分担の再整理を進め、2018年度から監理団体（東京交通サービ

ス株式会社）へ電気設備工事に係る工事監理業務の委託を開始 

２ 見える化改革の取組状況 

31 



ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

発電 
【66】 

 
2017年 
11月 

 

• 直営継続、コンセッション方式の導入、民間譲
渡について、今後民間事業者との予備的対話
（サウンディング）を進めながら検討を深度化
し、更新計画策定後に望ましい方向性を比較検
討していく。 
 

（今後のスケジュール） 

• 今後の経営の方向性について検討の深度化を図るため、公募による事業者説明会を実施す
る等の取組を進めた（2018年度）…事業者説明会には17社が参加し、事業者の意見から水
力発電由来の再エネ価値の高まりが注目されていることが確認できた。一方で、コンセッ
ション方式を導入する場合、発電用の使用水量は、水道局の水運用等を踏まえて決定する
必要があるなど、水運用の制約が大きいことによる収益性向上への懸念が示された。また、
現状黒字である事業を民間へ譲渡することに、都民からの理解を得られるか疑問視する声
もあった 

• これまで蓄積した健全度調査の結果を整理したうえで、多摩川第一発電所の更新計画を策
定し、多摩川第三発電所の更新計画策定に向けた調査も開始（2018年度） 

 
 2018年度に実施した事業者説明会の結果や、国や他県の動向等を踏まえ、民間事業者との

予備的対話を行うなど、検討の深度化を図っていく 
 多摩川第三発電所の更新計画策定に向けた取組を着実に推進 

水道 
【67】 

 
2019年 

1月 

• 長期的な財政状況を見据え計画的に施設整備：
予防保全型管理による施設の長寿命化・更新の
平準化、供用年数を踏まえた管路更新の計画的
な実施、水道施設の耐震化や浸水対策など災害
対策 等 

• 新技術の活用と経営の効率化：スマートメー
タ・ＡＩなどICTの導入、経営基盤の強化（幅広
く官民連携の手法を検討、監理団体の統合）、
長期的な視点に立った業務運営体制の検討 等 

• 東京水道グループの総合力強化：経営基盤の強
化（監理団体の統合・人材交流によるマンパ
ワーの強化）、国内水道事業体への貢献 等 

• 2040年を視野に入れたおおむね20年間の事業運
営について検討の上、長期の事業運営方針を策
定 

• コンプライアンス有識者委員会により、外部の
視点から東京水道グループ全体の事業運営を検
証し、組織のあり方も含め、東京水道グループ
全体のコンプライアンスを強化 

• 計画的な施設整備を進めるため、大規模浄水場の更新期間を見直すとともに、管路更新の
優先順位の明確化を図るなど、方向性を整理 

• 新技術の活用を図るため、2019年3月に横浜市及び大阪市と連携し、水道ＩＣＴ情報連絡
会を設置。さらに、2019年7月に水道料金の支払へスマートフォンアプリ等によるキャッ
シュレス決裁を導入 

• 政策連携団体への業務移転を進めるため、営業系業務は10年、技術系業務は20年を目途に
移転するという方向性を整理 

• 上記取組を始めとした長期的視点に立った事業の方向性を検討するため、運営戦略検討会
議を開催し、外部の幅広い見地から意見・助言を得た 

• 東京水道グループ全体のコンプライアンスを強化するため、コンプライアンス有識者委員
会を開催し、東京水道グループ全体の事業運営に対して、外部の幅広い見地から意見・助
言を得た 
 

 これまでの運営戦略検討会議やコンプライアンス有識者委員会における議論及び都が策定
予定の「長期戦略ビジョン（仮称）」を踏まえ、2040年代を視野に入れたおおむね20年間
の事業運営を検討し、パブリックコメントを経て、長期の事業運営方針を策定 

 長期の事業運営方針の下、状況変化に合わせ必要な見直しや改善を行い、５か年程度の中
期経営計画をローリングし、事業を着実に推進 

２ 見える化改革の取組状況 
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工業用 
水道 

【68】 
 

2017年 
11月 

• 需要は、今後も減少の見通し 

• 事業開始から50年以上が経過し、施設の延命化

による対策は限界 

• 事業の廃止を含めた抜本的な経営改革について、

関係局で検討を進める。 

• 2018年６月に「工業用水道事業のあり方に関する有識者委員会」による報告書が取りまと
められ、工業用水道事業は廃止すべきであり、廃止に当たっては、利用者の事業経営等へ
の影響を最小限にとどめられるよう、十分な支援策を講じるべきとされた 

• こうした提言も踏まえ、事業廃止に向けた動きを進めることとし、2018年７月から利用者
を個別訪問して、支援策について意見等を聴取 

• これらの意見等も考慮し、2018年第三回都議会定例会で「東京都工業用水道条例を廃止す
る等の条例」を提案、可決され、2022年度末をもって事業の廃止を決定 

• 利用者支援を実施していくに当たり、利用者の事業経営等への影響を最小限にとどめられ
るよう、2019年３月に「工業用水道事業の廃止及び支援計画」を策定 

• 2019年度は、利用者からの意見を踏まえ、工業用水道から上水道への切替工事や料金差額
補塡等を実施するとともに、利用者から寄せられた施工時期や施工方法等に関する様々な
要望について局内及び関係各局で共有し、その対応策を検討 

 2022年度末の廃止に向け、これまでに利用者から寄せられた様々な個別具体的な要望等を
踏まえた上で、切替工事を計画的に進めるとともに、「工業用水道事業の廃止及び支援計
画」に沿って、利用者支援を着実に実施 

 事業廃止に係るコストについても、浄水場跡地の活用や、配水管の他用途への転用など、
可能な限り資産を有効活用し、縮減を図る 

下水道 
事業 

【69】 
 

2017年 
12月 

（さらなる企業努力） 
• 建設から維持管理までのトータルコストを縮減 
• 資産の有効活用 
（新たな視点での見直し） 
• 生産性を上げる運営手法の検討 
 施設ごとに包括的民間委託やコンセッ  
 ション方式などの新たな運営手法を検討 

①さらなる企業努力 
• コスト縮減を進める技術や工法を積極的に開発・採用するとともに、電力使用の抑制を一

時的に図るデマンドレスポンスの取組を推進するなど、建設費だけではなく維持管理費も
含めたコストを縮減 

• 土地・建物の貸付等により、収入の確保に努めるとともに、さらなる資産の有効活用に向
けた手法を検討 

 

②新たな視点での見直し 
• 下水道局と政策連携団体（東京都下水道サービス株式会社）との役割分担の見直しと併せ

て、直営や現在の業務委託も含め、包括的民間委託やコンセッション方式などの様々な施
設運営手法について、経済性だけではなく安定的なサービスの提供という観点も重視し、
幅広く検討 

• 検討期間（2018～2020年度）の中間年度である2019年度は、詳細調査を実施（施設運営
手法に関する豪雨時や災害時等のリスクなどの分析・評価、海外現地調査等） 
 

 引き続き、さらなる企業努力に努めるとともに、新たな視点での見直しとして、2020年度
は前年度までに実施した調査の結果を踏まえ、都にふさわしい施設運営手法の具体化に向
けた検討を実施 

２ 見える化改革の取組状況 
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ユニット 改革の方向性＜見える化改革報告書記載＞ （・）2019年10月までの主な取組状況  （➢）今後の取組の方向性等 

職員の 
採用試験 
・選考 
【70】 

 
2018年 
11月 

• 見える化分析を踏まえ、受験者がより挑戦しや
すいよう、Ⅰ類B（新方式）の試験内容及び方法
の見直し等を実施していく。 

 ・試験内容の見直し：新方式（行政）の教養試 
  験について、内容や解答数等を見直し 
 ・試験方法の見直し：新方式（土木・建築）にお 
  けるフィールドワークの実施方法等を改善 
• Ⅰ類AやⅠ類B(一般方式)など他の試験も含めた

全体として最適な採用試験・選考のあり方につ
いて、人事委員会として中長期的な視点に立っ
て検証を行い、将来の都政を担う有為な人材を
確保していく。 
 

• 2019年度実施のⅠ類Ｂ（新方式）について、以下のとおり改革の取組を実施 
・行政の教養試験について、多様な人材のチャレンジを促進するため、受験者の準備の 
 負担を軽減できるよう内容や解答数等を見直し 
・土木・建築におけるフィールドワークについて、技術職員としての視点に立った議論を 
 充実するとともに受験者の負担軽減を考慮し、実施方法を改善 
・プレゼンテーション・シートについて、都の実務の状況に即し、求められる力をより適 
 切に検証できるよう見直し 
 

 全体として最適な採用試験・選考のあり方について、2019年人事委員会勧告等も踏まえ、
引き続き人事委員会として検証を行い、将来の都政を担う有為な人材を確保 

監査 
【71】 

 
2018年 
10月 

• 次の３つの方向性に基づく取組を着実に実施し、
更なる監査品質の向上に努めていく。 

• ①監査内容の深化：リスクの重要度を踏まえた、
より質の高い監査の実施（ＩＣＴを活用した
「大量データ分析型」監査の検討など、重点
的・局横断的な監査の実施、各種監査の有機的
連携の促進） 

• ②組織力の強化：事務局が組織をあげて、計画
的・一体的に監査を実施できる体制の確立（局
内の総合調整機能の強化、ＩＣＴ活用等による
局内の情報共・業務連携の強化、高度専門人材
の育成） 

• ③情報発信の拡充：社会動向や都民・職員ニー
ズを踏まえた情報発信（多様な広報媒体を活用
し監査情報を分かりやすく発信、監査事例やポ
イントを庁内へフィードバックし各局の業務改
善を促進） 

①監査内容の深化 
• ＩＣＴ監査の専門家の支援を得て、大量データ処理・分析型監査の導入に着手（2019年7

月） 
• インドネシア会計検査院や国内大手企業を訪問し、ＩＣＴを活用した先進的な監査事例を

調査（2019年9月） 
 工事監査、決算審査及び財務諸表監査において、ＩＣＴを活用し、現在紙資料を用いて手

作業で行っている手続の一部を一括・自動化処理 
 

②組織力の強化 
• 区市町村と合同で監査事例発表会を開催（2018年度44市区町村参加）し、職員の専門知識

を向上させるとともに、班長・チーフ研修を新たに実施し、中核職員を養成 
 ＩＣＴを活用した監査技法の習得に向けて、統計の知識や監査専用ソフトの操作方法を学

ぶ研修を実施 
 

③情報発信の拡充 
• ＳＮＳ、メールマガジン、東京動画等を活用し、監査委員の情報や監査事例などを積極的

に発信 
 監査事務局ホームページとＳＮＳとの連携を強化するなど、監査情報を都民・職員に一層

効果的に発信 

２ 見える化改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

1.情報公開 
(a:情報公開
の推進) 

• 都政の透明性をより一層高めるため、都民負担
の軽減や情報通信技術の積極的な活用などを通
じて、情報公開を推進していく。 

【東京都情報公開条例の見直し】 
• 2017年7月  ：公文書の開示手数料の額を改定 
• 2017年10月：公文書情報の電子データを無料提供するサービスを開始 
• 2019年7月  ：都民ニーズの高い公文書情報をwebで簡単に検索・取得できる「公文書情

報公開システム」の運用を開始 
 新システムを活用し、各局の積極的な公文書データ公開を促進 
【ホームページの見直し】 
• 「東京都公式ホームページデザインに係るガイドライン」に基づき、各局がホームページを改修 
 2017年度    : 8サイト対応     2018年度  : 17サイト対応 
 2019年9月 ：26サイト対応（全てのサイトで改修が完了） 
【公金支出情報及び補助金の支出状況等の公開】 
• 2017年9月： 公開開始（公金は一般・特別会計等全27会計の公金支出情報を一件ごとに

公開。補助金は所管局等で全て公開） 

1.情報公開 
(b:適正な公
文書管理） 

• 新たに顕在化した文書管理上の課題に速やかに
対応するため、東京都文書管理規則等を改正す
るとともに、東京都情報公開条例と車の両輪を
成すもとのとして、「東京都公文書の管理に関
する条例」を制定し、情報公開の基盤となる適
正な公文書管理を推進する。 

• 2017年1月: 東京都文書管理規則改正（意思決定過程の記録化等） 
• 2017年7月:東京都公文書の管理に関する条例を制定 
• 2018年7月:2017年度の公文書管理状況をHPに公表（以後、毎年公表） 
• 2019年10月:条例を改正し、第三者機関である「東京都公文書管理委員会」を設置 
 条例によって新たに導入した公文書のルールの定着と職員への浸透 
 公文書管理状況の点検・報告制度等の活用 
 電子決定を促す環境整備 

2.政策評価 

• 各局等が実施する政策・施策等を自ら検証して
改善を図る仕組みを構築し、PDCAサイクルを
徹底させていく。 

• 各局が１ユニットを対象に政策評価に取り組み、成果指標・目標の設定まで終了 
 2019年度の取組状況も踏まえ、2020年度に向けて制度をブラッシュアップ 

3.内部統制 

• これまでの適正な事務の執行管理に向けた取組
を、改正地方自治法（以下「法」という。）に
基づく内部統制制度を活用して評価する。 

• 総務省が公表したガイドラインを参照しつつ、長の担任する事務に係る内部統制に関する
基本的な方針や全庁的な内部統制及び業務レベルの内部統制の整備について検討を進めて
いる。 

 内部統制に関する基本方針の策定及び全庁的な準備を進め、2020年4月から運用開始 
 法に基づき、2021年度以降、毎年度、内部統制評価報告書を作成し、議会に提出 

4.入札契約
制度改革 

• 都民の視点に立って、より多くの入札参加者を
確保し、適正な競争により契約締結される制度
に再構築する。 

• また、入札の透明性・公正性を高めるため、入
札契約に関する情報公開を徹底する。 

• 2017年６月から実施した試行を経て、2018年６月から本格実施を開始 
• 2017年８月から入札監視委員会の委員を増員し、審議対象・件数拡大など監視機能を強

化 
• 本格実施後において、「応札者１者かつ落札率９９％以上」の案件数が減少し、また、入

札参加者を着実に確保するなど、適正な競争による契約締結に効果を上げている 
 制度改革の本格実施後の状況検証を行いつつ、時代の変化に対応したよりよい制度を運用 

３ 仕組み改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

5.ICTの戦略
的な活用 

• IoTやAIなどのICT（情報通信技術）を
政策実現のツールとして活用していく
ことはもとより、「しごと改革」にお
けるデジタルしごと改革等の推進とと
もに、都庁全体のデジタル化を加速さ
せていくことで、行政手続などにおけ
る都民・事業者の利便性の向上を図る。 

• 「東京都ICT戦略」策定し、ICTを各局事業に最適な形で活用できるよう各局を支援 
• 都有施設等を活用した実証フィールド提供（都庁舎サービスロボット実証実験:2018年12月～

2019年2月）を通して、民間におけるICT活用を後押し 
• 都及び都内区市町村のオープンデータを横断的に検索・取得できる「東京都オープンデータカタ

ログサイト」を2017年３月に開設し、2019年10月末時点で、約3.9千件のデータを公開 
 東京2020大会時には、東京が最先端ＩＣＴのショーケースとなり得る事業を複数展開し、大会後

はそれをレガシーとしつつ、更にＩＣＴ化施策を進めていく 

6.アセットの
有効活用（不
動産等） 

• 山積する行政課題の解決はもとより、
都財政の安定や将来の都市づくり等を
見据え、民間の知恵などを生かしなが
ら、保有するアセット（不動産等）の
中長期的・戦略的な有効活用を図って
いく。 

• 2019年1月、特定の施策に限らず、幅広に活用可能性のある未利用地の情報を集約し、庁内での
見える化を実施 

• 2019年3月、都有地情報の地図表示機能をWEB上に構築し、都有地活用推進本部の取組とも連携 
• 未利用地の有効活用を推進する全庁的なマネジメント体制として、2019年１月、新たに設置した

「財産利活用プロジェクトチーム」を活用し未利用地情報や利活用方策を共有 
• 調査委託を実施し、民間のアイデアなども活用した新たな利活用手法を検討 
 中長期的・戦略的な財産利活用に向けて、官民連携の取組などを一層推進 

7.財政マネジ
メント 

• 東京ひいては日本全体の成長につなが
る施策の展開など、都政に課せられた
使命を確実に果たしていくため、施策
展開の基盤となる財政対応力を一層強
化していく。 

• 事業提案制度の募集開始を１か月前倒すなど、利用者にとって、より提案しやすく使いやすい制度へと改善 
 地方法人課税における不合理な税制度見直しに伴う減収も見込まれる中、今後の人口構造の変化や将来世代

の負担にも配慮しつつ、都債・基金を戦略的・計画的に活用し、引き続き、強固で弾力的な財政基盤を構築 
 ＩＣＴの導入に当たり、費用対効果の検証に加え、実効性確保の視点を含めた評価を実施するなど、事業評

価の更なる深化を図る取組を実施 

8.組織・人材
マネジメント 
(a:組織定数) 

• 東京のあるべき姿を見据えて、都が行
うべき施策を着実に推進するため、最
も効率的かつ効果的な執行体制を構築
していく。 

• 喫緊課題等に機動的に対応するため2019年度に戦略政策情報推進本部及び住宅政策本部を設置 
• 政策推進の基盤となる都庁組織について、「長期戦略ビジョン（仮称）」の検討状況を踏まえな

がら、その在り方の検討を開始 

8.組織・人材
マネジメント
(b:退職管理) 

• これまで必要な取組を行ってきたが、
都民目線で改めて現状分析・検証を行
い、必要な制度の見直し等を検討する。 

 政策連携団体常勤役員に占める都関係
者割合を２割程度削減(2020年度まで) 

• 再就職情報の公表対象者に勤続20年以上の一般職員を追加し、東京都職員の退職管理に関する
条例を2017年12月に改正（2018年４月施行） 

• 政策連携団体常勤役員に占める都関係者割合の削減に向けた調整を実施 
 所管局との調整等を踏まえ、都関係者が就く役員ポストの見直しを進めていくことが必要 

8.組織・人材
マネジメント
(c:人材育成) 
 
※しごと改革 
「4.人材育
成・能力開発
①（人事交流
の拡充）」と
同様 

• 若手をはじめ多くの職員に派遣機会を
付与するとともに、外部人材を積極的
に受入れるなど、国内外の人事交流を
大幅に拡大する。 

 国内外の他団体への派遣：2020年度
までに20名増（最終目標: 75名増）
[2017年度比] 

 民間・外国人材の都庁組織への受入
れ：2020年度までに35名増（最終目
標：50名増）[2017年度比] 

2017年度→2018年度→2019年度10月時点 
 民間派遣： 16名→15名→15名     海外留学・赴任： 25名→39名→34名 
 民間受入： 37名→36名→43名     海外受入   ：   5名→2名→5名 
• 人事交流の全庁的方針「東京都人事交流指針」を策定(2018年7月)し、各局で交流計画を作成 
• 都へ派遣を希望する企業を公募する仕組みを導入(2018年10月) 
• 海外との交流は、研修先を選択できる制度やCIR(国際交流員)の受入を実施 
• 2019年度は国際競争力強化プロジェクトで506名を海外に派遣する見込み（2019年10月現在） 
 民間交流は、規模の拡大とともに、幅広い業種と交流を進めていくことが必要 
 職員派遣は、東京2020大会後に規模を拡大させていくが、派遣後に派遣先で得た知見等の有効

活用が必要 

３ 仕組み改革の取組状況 
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項目 （・）改革の方向性 （➢）達成目標等 （・）2019年10月までの実績及び取組状況 （➢）課題及び今後の取組等 

9.政策企画マ
ネジメント 
(a:局横断的な
戦略政策課題
（成長戦略）
への対応) 

• 現状の事業執行体制では対応が不十分となる
戦略的な政策課題について、各課題の解決に
対して責任を持つ部局を設定し、迅速な施策
の具体化・展開を図るため、執行体制を整備
していく。 

• 2019年度は、３つの戦略政策課題（「都市力強化」「人と人をつなぐ」「稼ぐ東
京」）について幅広い視点から施策を検討 

 長期戦略と軌を一にしながらタイムリーかつ適切な戦略政策課題を設定し、幅広い視
点から課題解決に資する効果的かつ即時性のある施策の具体化を図る。 

9.政策企画マ
ネジメント 
(b:報道) 

• メディアの特性や訴求先などに合わせ、戦略
的な報道発表を実施していく。 

• 案件の性質に合わせ、分かりやすい効果的な
報道発表を実施していく。 

• 都庁全体のパブリシティ能力を向上させる。 

• 各局広報担当向け研修に2018年度実施の各局アンケートでの要望を盛り込み、研修効
果の向上を行った。 

• 防災などテーマを絞り、都が発信したい情報と報道機関のニーズをマッチングさせる
ため、所管部所と報道機関との意見交換を実施。より効果的な報道発表について検討 

 引き続き各局ニーズに適した研修等を実施し、都庁全体のﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨ能力を向上させる。 

9.政策企画マ
ネジメント 
(c:都市外交) 

• 国際業務に関する知見の共有や各局等の国際
業務を支援する仕組みの充実など、各局等へ
の支援機能を強化していく。 

• 外務部のネットワークを活用し、都庁全体で、
国際業務を担える人材の育成を支援していく。 

• 各局職員の国際会議への参加支援を拡大するため、専門講師による英語プレゼンテー
ション指導の導入 

• 各局の国際業務推進及び国際人材育成のため、姉妹友好都市等との職員相互派遣の対
象都市の拡大（今後、対象都市のさらなる追加を検討） 

 都の施策発信や海外都市との交流に資する多様な研修指導を可能とする等、支援内容
の拡充を検討 

10.官民連携／
官民分担 

• 都庁の生産性及び都民サービスを向上させる
ため、事業の実施や施設の運営等に当たり、
官民連携の多様な手法の活用を検討するなど、
民間と幅広く連携していく。 

• PFI等の従来の手法に加え、新たな官民連携の取組を実施（都立公園の多面的な活用推
進等に向けたマーケット・サウンディング調査など） 

• 有明アリーナの管理運営についてコンセッション方式に関する公共施設等運営権実施
契約を締結（2019年7月） 

11.政策連携団
体改革(※)
（政策連携団
体による改
革） 

• 全団体が経営改革プランを策定し、毎年度、
当該プランの進捗管理を行うことなどを通じ、
団体による取組を”経営改革”のレベルに引き上
げることで、都庁グループの一員として、経
営基盤の強化に向けた自律的改革を促進する。 

• 2020年度までに重点的に進める経営改革の取組を示す中期計画として経営改革プラン
を策定（2018年6月） 

• 初年度の進捗状況を確認した上で目標や年次計画等を見直し、経営改革プラン改訂版
（2019年度）を策定（2019年5月）  

 経営改革プランの進捗管理を通じて、各団体の経営基盤を強化 

11.政策連携団
体改革(※)
（所管局によ
る改革） 

• 団体の在り方や局と団体との役割分担の見直
し等を整理した上で、今後の団体活用の考え
方等を取りまとめる活用戦略の策定等を通じ
て、団体を所管する局等による改革を推進 

• 事業等の再編などを含め、団体の在り方について「統廃合」、「新設」、「機能強
化」の観点から見直しを検討 

• 団体の今後の役割や担うべき業務領域を再整理し、「東京都政策連携団体活用戦略」
を策定した（2019年5月） 

 活用戦略に基づき団体を育成・活用し、都庁グループの機能強化と政策推進力を向上 

11.政策連携団
体改革(※)
（総務局によ
る改革） 

• 都による団体への関与の在り方について、従
来の全団体一律の関与手法から、メリハリの
ある関与手法への見直しや役職員構成の見直
し等を通じて、都庁グループ全体の執行体制
の強化を図る 

• 役員候補者の公募等に関するガイドライン策定（2018年４月） 
• 新たな都職員派遣方針策定（2018年７月） 
• 都が関与すべき団体を、現在の都政との関係性に重きを置いて再整理し、一定の基準

を満たす団体を「事業協力団体」、その中でも特に都政との関連性が高い団体を「東
京都政策連携団体」と定義し、指定（2019年４月） 

 団体の機能・特性に応じた指導・監督への見直し等を図っていく 

３ 仕組み改革の取組状況 

(※)2019年度より名称変更：監理団体改革→政策連携団体改革 37 


